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第1章 序論
1．1 研究の目的
1．1一．1 問題意識
 我が国は様々な物資を世界各国から輸入し、また高度に加工され
た製品を輸出している貿易立国である。世界各国とのこのような関
係を維持する上で、輸出入コンテナ輸送は我が国にとって重要かつ
必要不可欠な活動である。  c
 しかし、このような重要性にもかかわらず、輸出入コンテナの自
動車による内陸輸送において、輸出入コンテナのサイズや重量など
に関する規格と自動車輸送に関わる道路規格の不整合によって、様
々な問題が発生している。これらの規格の不整合によって、輸出入
コンテナの円滑な流通が疎外されれば、益々その重要性が高まって
いる我が国と世界各国との貿易関係の維持に、直接的な悪影響が生
じると考えられる。輸出入コンテナ輸送は国民の生活を維持するた
めに重要な活動であるにもかかわらず、関連業界団体の一部で行わ
れている実務的な議論を除き、交通計画や都市計画などの研究分野
などで、今までにこれらの問題は、ほとんど省みられることがなか
った。
 従って、今後も我が国が世界各国との貿易関係を維持し、国際社
会の一員として発展して行くためには、輸出入コンテナ輸送に関わ
る問題に対する認識を高め、早急に問題を解決することが必要であ
ると考えられる。
1．1．2 研究の位置付けと目的
 これまでに行われた輸出入コンテナ輸送に関する研究には、主と
して輸出入コンテナ専用のシステムの範囲内を対象として行われた
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ものとして、
（1） コンテナ容器の運用面から輸出入コンテナの輸送効率向上
  を目指した研究1－1）
（2） コンテナ容器の保守、点検システムに関する研究1”2）
（3） CFS（コンテナ・フレート・ステーション）における貨
  物流動と保管機能に関する研究1－3）
などが挙げられる。また、輸出入コンテナ輸送は海上部分と陸上部
分の輸送が、リンクして行われている、という認識の下に行われた
研究として、
（4） 輸出入コンテナ輸送と港湾近隣の道路交通量増加の関係に
  ついて明示した研究1－4）
が挙げられる。さらに、輸出入コンテナが内陸輸送された場合に起
こる、様々な問題に関する研究として、
（5） 輸出入コンテナの国内流動分布に関する研究1－5｝
（6） 輸出入コンテナの陸上輪送における一貫輸送と積み替え輸
  送の選択に関して考察した研究1－6）
（7） 輸出入コンテナ輸送と道路交通量の関係を推計した
  研究t－7｝
（8） 国内の貨物の質的変化などと輸出入コンテナの大型化の関
  連性について考察を行った研究1 8）
（9） 輸出入コンテナの道路輸送と騒音などの環境問題との関連
  性を扱った研究1’9）
などが挙げられる。しかし、輸出入コンテナのサイズや重量などの
規格と、輸出入コンテナが内陸を輸送される場合の、主な輸送モー
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ドである自動車に関する道路規格との不整合によって起る問題につ
いての研究は少ない。例えば、輸出入コンテナの大型化によって起
こる問題について行われた研究として、（8）に挙げた文献1－8）
のように、国内の貨物の質的変化などと輸出入コンテナの大型化の
関連性についての研究が行われているが、輸出入コンテナは多国間
を流通するものであるという前提の下に行われた研究は数少なく、
我が国の貿易活動との関連性や、世界各国の内陸輸送の規格との整
合性など、外的な要因との関連性という観点に立った研究はほとん
ど行われていない。
 そこで、本研究では輸出入コンテナは多国間を流通するものであ
るという前提の下に、我が国の諸外国との貿易や、世界各国の内陸
輸送規格などに着目して、我が国における輸出入コンテナ内陸輸送
の諸問題について分析、および考察を行うことにする。
 このような視点から、以下の4点を本研究の主な目的とする。
① 我が国における輸出入コンテナの内陸輸送における諸問題を、
 国際的な視点から明らかにする。
② 内陸輸送問題の主要な発生要因と考えられる輸出入コンテナ
 の大型化傾向を、外的要因との関連性という側面から考察する。
③ ②で考察した輸出入コンテナの大型化によって起こる、輸出
 入コンテナ規格と道路規格の不整合による問題について、諸外
 国の例との比較、分類という観点から考察する。
④ ①～③の過程で行った調査・分析によって得られた結果をも
 とに、我が国において、輸出入コンテナの内陸輸送によって発
 生している問題を解決するための方法について考察．を行う。
1．1．3 研究の構成
 本研究は合計6つの章から構成されている。第1章では本研究の
目的と、研究を行う上で必要となる問題の、背景に存在している基
頁  4
本的な知識を整理する。第2章では、実際に発生している輸出入コ
ンテナの内陸輸送における諸問題を明示する。第3章では、第2章
で明示した諸問題のうち、輸出入コンテナのサイズが大型化してい
ることによって様々な問題が発生していることに着目して、我が国
の貿易活動と輸出入コンテナの大型化の関連性について分析を進め
る。第4章では、第3章での分析結果を踏まえ、輸出入コンテナの
内陸輸送で重要な役割を担っている自動車輸送に着目し、輸出入コ
ンテナ規格と日本を含めた世界各国の道路規格との整合性について
分析、検討を行う。第5章では、それまでの命取で明らかになった
結果を踏まえ、我が国の自動車による輸出入コンテナ輸送の問題を
解決するための考察を行い、代替輸送機関としての鉄道輸送の導入
に関する考察を行う。第6章では、第1章から第5章までの研究で
得られた結果を総括し、今後の課題を明示して本研究の終章とする。
1．2 研究の背景
1．2．1 我が国の貿易活動と海上貨物輸送
 我が国は原材料や燃料を始めとした様々な物資を輸入し、それら
を素として加工した製晶などを輸出している世界でも有数の貿易立
国であり、その貿易額は平成4年には輸出額3，396億ドル、輸入額
2，330億ドルに上っている1’10）。そして、近年では我が国の慢性的
な輸出超過傾向に世界的な批判が集中し、不均衡貿易を是正するた
めに、アメリカを始めとした世界各国から輸入量の拡大を迫られて
いる。
 我が国のこのような貿易環境において、様々な国々との問で物資
輸送が必然的に発生することになる。その場合、我が国は国土の四
方を海に囲まれているため、物資輸送は海上輸送と航空輸送に頼る
ことになる。我が国の国際輸送における、海上輸送と航空輸送の分
担率を表1－1に示す。この表から明らかなように、我が国の場合
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表1－1 我が国の輸出入貨物の輸送機関分担寸評1”11）
海上貨物輸送 航空貨物輸送 海上＋航空輸送
     ■A送トン数 i分担率      辱A送トン数i分担率      ｝gン数  i分担率
輸出貨物量 162・979・935i99・62％61乳2・2iα38％     ■P63，597，137i100．0％
輸入貨物量 750，554，541i99．90％784，750iO．10％75L33駄291im・％
輸出入貨物量 913，534，476199．85％    圏P，401，952iO．15％ 914，936，428i100．0％
揚荷珈扱トン数 一 199Z 一 積荷取扱トン数
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においては、国際間貨物輸送のほとんどが海上輸送によっているこ
とがわかる。これは船舶と航空機の特性の違いによるところが大き
い。船舶の場合には、一度に数十万トンまで輸送することも可能で
あるが、航空機の場合にはボーイング747F（フレイター：貨物輸送
専用機）を用いても100トンが限界である。しかし、翰送時間は船舶
が日本一アメリカ西海岸間で10日弱掛かるのに対して、航空機では
同区間を約11時閤程度で済んでしまう。従って、航空機は緊急性の
ある貨物や高額貨物などの輸送に用途が限られることになる。
 さらに、図1－1に示した世界各国の国際海上貨物取扱量を見る
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と、我が国は世界で最も国際海上貨物荷揚取扱トン数が多く、この
図から船舶輸送が極めて重要であるということが判る。
 このような船舶による海上輸送のシェア及び重要性を考慮して、
本論文では輸出入コンテナとは輸出入活動に用いられ、船舶により
海上輸送され、それに付帯して陸上をも輸送されるコンテナを指す
ことにし、航空輸送に使用される輸出入コンテナ（イグルー）は対象
としないこととする。
1．2．2 輸出入コンテナ輸送の発展経緯：
（1） コンテナ輸送の誕生
 コンテナ輸送の誕生の歴史を見る場合、LCL問題に突き当たる。
LCLとはLess than CarLoadの頭文字を並べたもので、鉄道貨車
を丸ごと1台分満たすことができない類の貨物を指す言葉である。
LCLのような小口の貨物には、原材料などの貨物に比べて容積が
小さく重量が軽い最終消費財や面訴類が多かったために、アメリカ
の鉄道輸送の世界ではLCL貨物のことを同義の言葉としてMer－
chandiseと呼ぶこともある。鉄道車両は自動車で貨物を運ぶ場合に
比べて、輸送量の最小単位が大きいため、このようなLCL貨物の
発生が鉄道輸送の開始当初から問題となっていた。これらのLCL
貨物は、輸送単位が小さいばかりでなく、その行先や荷物の性状も
それぞれ異なっていた。そのために、途中の中継点では行先別に貨
物の積み替えが必要だった。さらに、LCLまたはMerchandiseと
呼ばれた貨物は、原材料などの物資輸送に比べて、輸送の迅速性も
この頃から要求されていた。そこで、性状や行先が異なる貨物を、
中継点で迅速に、かつ低コストで積み替えるために、コンテナとい
う輸送容器が開発された。
 LCL貨物輸送の迅速化とコスト削減のために、1921年にNYC
（New York Centara1）鉄道が初めてコンテナの使用を試みた。そ
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の当時使用されたコンテナは、全長、全高、全幅がそれぞれ、6×
9×7．5ft（1．8×2．7×2．3m）、自重が2，8001bs（1．270㎏）とい
う小型の物で、6，0001bs（2，722㎏）の貨物を積載できたに過ぎな
かった1－13）。その後、コンテナは：LCL貨物輸送に必要不可欠な
システムとして、鉄道輸送の分野で確実に発展し、更にピギーバッ
ク輸送の発展に伴い輸送容器の概念は、自動車輸送の世界にも広が
っていった。しかしこの時点では、自動車輸送の場合には、輸送容
器と車輪が一体となっており、切り離すことができなかった。
 1950年代になると、それまで鉄道輸送で発達していた、コンテナ
輸送システムの概念、技術が、遂に自動車輸送、そして海上輸送に
まで及ぶことになった。1950年忌の初頭に、ノース・カロライナ州
のトラック輸送業者が、それまで車輪と一体だらた輸送容器を、現
在のコンテナのように分離可能にした。この概念により、コンテナ
は鉄道、自動車、そして船舶にまで、自由に積み替えができること
になった。このノース・カロライナ州のトラック業者が、後に海上
コンテナ輸送の創始者として知られるようになる、マルコム・マッ
クリーン（Malcolm McLean）である。
 マックリーンは海陸一貫輸送を実現するためのコンテナ輸送のア
イデアを、なんとかして実現したかったが、当時既に、アメリカ東
海岸に存在していたU．S．Line、 Moore McCormack、そしてAEILとい
った船社にはアイデアを売り渡したくないと考えていた。そこで、
第2次世界大戦によって船舶技術が向上したために、旧式の船舶が
余剰状態だったことに目を付け、マックリーンは自ら摂社を設立す
ることを決心した。船舶輸送に全くの素入であるマックリーンが、
速度が遅い中古船を用いて、高度に資本化された船舶運行事業に参
入するのは気違いじみたことだと、当時の輸送業界では話題になっ
た。だが、マックリーンは高速の船舶を用いて、旧式の荷役で時間
をロスするよりは、低速でもよいから、彼の考案したコンテナを用
いた新方式の荷役方法を用いれば、必ず勝利を収められると考えて
いた。そこで、1955年にマックリーンはPan Atlanticという定期船
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会社の権利を獲得し、さらに4ヶ月後にその親会社であるWaterman
Steamship社を買収した。このPan Atlantic／Waterman S七eamshiP
が、後のコンテナ船会社Sea－Land（シーランド）社の前身である。
そして1956年4月26日に、戦時中の旧T2タンカーを改造した世界
初のコンテナ船ldeal xに58個のコンテナを積載し、ニューヨーク
からヒューストン・テキサスへの運行を行った。さらに、その2年
後の1958年8月311ヨに、Matson（マトソン）社がコンテナ船Hawai－
ian Merchant号を用いて、サンフランシスコ、ホノルル間でコンテ
ナの試験運行を行った。
 このようなシーランド、マトソン両社の動きを反映して、Miss ou－
ri Pacific Gondola System、 ACF ADAPTO System、 FLEXI VANなど、
様々なコンテナ輸送方式が考案されたが、コンテナ規格統一の動き
を経て、現在のISO規格コンテナを中心とする輸送方式が確立さ
れるようになった。
（2） 日本での輸出入コンテナ輪送の歴史
 我が国の輸出入コンテナ輸送の歴史は、アメリカのマトソン社に
よって始まった。昭和42／1967年に同社は日本一アメリカ西海岸航
路（PSW）に、日本郵船、昭和海運グループと提携して、パシフィ
ック・バンカー、およびパシフィック・トレーダーの改造フルコン
テナ船2隻の配船を開始し、我が国に初めて輸出入コンテナが上陸
した。翌昭和43／1968年には、日本郵船のコンテナ船箱根丸、およ
び榛名丸が就航し、我が国にも本格的な輸出入コンテナ輸送が導入
されることになった1－14）。
 当時のジェネラル・カーゴ（一般雑貨）は、定期航路を一般貨物船
によって輸送されていたが、採血の輸出入コンテナ輸送開始に伴い、
既存の輸送方式、および荷役方式ではその競争力に大きな差が生じ
ることは明らかだった。貿易に依存するところが大きい我が国が国
際競争力を発展、維持するためには、輸出入コンテナ輸送は必要不
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可欠なものであると考えられた。従ってそれ以降、船社、国を挙げ
て、コンテナ船、輸出入コンテナ埠頭の整備が進められ、輸出入貨
物のコンテナリゼーションが推進された。
1．2．3 輸出入コンテナ輸送の特徴
（1） 輸出入コンテナ輸送システムに必要な施設
 輸出入コンテナ輸送は貨物をコンテナという容器に積載し、様々
な貨物の形状や質を統一して、あたかも同一性質、形状の貨物を運
ぶようにして、輸送の安全性と効率性の追及を図ったものである。
従って、このような輸送方式を実現するためには、数多くの施設・
設備が必要となる。その施設・設備は次の2つのタイプに分類でき
ると考えられる。
① 輪出入コンテナ輸送に固有の施設・設備
② 輸出入コンテナが利用する一毅の社会公共施設・設備
 ①のタイプの施設・設備としては、輸出入コンテナ容器、コンテ
ナ船、輸出入コンテナ港湾（輸出入コンテナ用荷役機械、輸出入コ
ンテナターミナル、ヤード等を含む）が挙げられる。
 コンテナ船の船倉内には、輸出入コンテナサイズに合わせたレー
ルが引かれたセルが設けられている。この設備のために、今までの
一般貨物船では実現不可能だった、安全で能率的な荷役作業ができ
るようになった。
 コンテナ船が着岸して荷役を行う港湾には、岸壁、コンテナヤー
ド、そして輸出入コンテナ業務に必要な付帯施設が備っている。岸
壁にはコンテナ船との荷役に使用するガントリー・クレーンが整備
されている。このコンテナ荷役専用のガントリー・クレーンにより、
高速な荷役が可能となり、コンテナ船の船倉内の設備と合せて高能
   10頁
率な作業が可能となっている。このような輸出入コンテナの荷役に
必要な設備を備えた港湾を、本論文では特に輸出入コンテナ港湾と
呼ぶことにする。
 このほかの付帯施設としては、輸出入コンテナ輸送に関わる情報
や書類を管理する事務棟や、コンテナ容器の修理などを行うメンテ
ナンス・ショップ、そして、小口の貨物を集積してコンテナに混載
するためのCFS（Container Freight S七ation）などが必要である。
 これらの施設・設備は、輸出入コンテナ輸送専用を前提として整
備されるものであり、他の国内貨物輸送とは全く別の施設・設備と
して考慮されている。
 ②のタイプの施設・設備としては、輸出入コンテナの内陸輸送で
使用する道路、鉄道輸送などの施設・設備が挙げられる。これらの
諸施設・設備は輸出入コンテナ輸送とは関係のない、国内の一般の
輸送活動と共通で、既存のものを使用することになる。
 2つのタイプの施設・設備のうち①のタイプは、輸出入コンテナ
輸送固有の施設・設備であるので、現在までに様々な研究、検討が
行われてきたが、②のタイプについては一般の輸送活動が研究・検
討の中心になっており十分に考慮されていない。本論文では内陸輸
送に関わる、後者の②のタイプの施設・設備と輸出入コンテナの関
係に着目することにする。
（2） 輸出入コンテナ輸送の流れ
 コンテナ船に積載される輸出入コンテナは、その誕生当初から複
数の輸送機関を一貫して輸送することを目的として考案された。多
くの場合、貨物は内陸の荷送人のもとに発生し、近傍の輸出入コン
テナ港湾まで内陸輸送される。輸出入コンテナが内陸輸送される場
合、その輸送手段は各国の国情により異なるぷ、多くの場合は自動
車による道路輸送、または鉄道輸送による。輸出入コンテナ港湾に
到着した輸出入コンテナは、内陸輸送機関からコンテナ船に積み替
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えられ、仕向国の港湾まで海上を輸送される。仕向国の輸出入コン
テナ港湾に到着後は、荷受人が内陸に存在していることがほとんど
であるため、輸出入コンテナ貨物は引続き内陸を輸送されることに
なる。この場合も、輸出国内を内陸輸送された時と同様に、仕向国
内も内陸輸送されることになる。
1．2．4 輸出入コンテナ輸送の重要性
 昭和42／1967年に輸出入コンテナ輸送が我が国に導入されてから
26年が経過し、その必要性、重要性は着実に増してきた。我が国の
貿易活動の中で行われる物資輸送は、主として海上を経由して行わ
れている。そのうち鉱物資源、原材料、そして穀類などのバルクカ
ーゴ（大宗貨物）は、それらの輸送を目的とする用途専用船によって
輸送されているが、一般市民の生活に密着した生活雑貨、最終消費
財を始めとした製品、そして近年のグルメブームによる海外からの
食品などは、その多くが輸出入コンテナに積載されコンテナ船によ：
って輸送されている。そこで、平成3／1991年に輸出入コンテ、ナで、
我が国に輸出、輸入された貨物の品目別割合を図1－2、図1－3
に示す。
 大宗貨物を積載する用途専用船は、輸送の必要に応じて傭船され
る場合がほとんどであり、一定間隔で定期的に運行されるわけでは
ない。それに対して、一般雑貨船やコンテナ船は、最繋消費財など
のジェネラル・カーゴ（一般雑貨）輸送を目的としており、特定の目
的地間を、予め決められたスケジュールに基づいて、定期的に運行
されている。そこで、定期航路貨物に占める輸出入コンテナ貨物の
割合の年次推移を、図1－4に示す。
 輸出入コンテナ輸送が我が国に導入された、翌年の昭和43／1968
年忌ら、輸出入コンテナで輸送された貨物量は着実に増加し、平成
3／1991年には輸出入合計の場合の輸出入コンテナ貨物量は、 1億
1，900万トンに達し、定期航路貨物に占めるその割合は84．9％に
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達している1－15）㌧1－16）。
 輸出入コンテナで輸送されている二目や輸出入コンテナ化率から
判断すると、現在の我が国にとって、輸出入コンテナ輸送は必要不
可欠な重要な物であることがわかる。このように重要で必要不可欠
な輸出入コンテナ輸送であるが、様々な問題を内包していることも
事実である。しかし、その重要性にもかかわらず、輸出入コンテナ
輸送に関して研究や検討は十分に行われてきたとは、必ずしも言え
ないのが現状である。その様々な問題については、次の第2章で詳
しく検討、および考察を行うことにする。
【第1章の参考文献】
1－1） 三木、今井、 「国際海上コンテナの運用計画に関する考
    察」、日本航海学会論文集、第78号、1988年
頁  14
1－2）
1－3）
1－4）
1－5）
1－6）
1－7）
1－8）
1－9）
1 一 10）
1 一 11）
1 一 12）
1 一 13）
1 一 14）
西山、山田、松村、 「海上コンテナのCSC保守点検シ
ステムに関する一考察」、日本航海学会論文集、第71号、
1984年
山田、黒島、田中、 rCFSにおける貨物流動・保管機
能に関する考察」、日本航海学会論文集、第71号、
1984年
渡辺、 「輸出入コンテナ輸送と港湾周辺の道路交通量増
加に関する研究」、アーバンインフラ・テクノロジー推
進会議、第2回技術研究発表会論文集、1990年10月
渡辺、 「海上輸出入コンテナ貨物の国内流動に関する研
究」、土木計画学研究・講演集 No．11、1988年11月
渡辺、苦瀬、新谷、 「輸出入コンテナ貨物の陸上輸送に
おける一貫輸送と積み替え輸送の選択に関する研究」、
土木計画学研究・講演集 No．12、1989年12月
渡辺、 「輸出入コンテナ積載車両の交通量分布モデルに
関する研究 一トビットモデルの適用性について一」、
第26回日本都市計画学会学術研究論文集、1991年12月
渡辺、 「輸出入コンテナの大型化に関する基礎的研究」、
土木学会第46回年次学術講演会講演概要集、1991年9月
渡辺、 「都市交通における輸出入コンテナ陸上輸送に関
する諸問題」、道路交通経済、1990年4月
「平成4年前貿易統計」大蔵省関税局、1993年
渡辺、 「都市における輸出入コンテナ輸送に関する基礎
的研究」、P．13、東京大学博士論文、1993年7月
「国際統計要覧 1992／1993」、総務庁統計局．、1993年
David J． DeBoer， PIGGYBACK and CONTAINERS 一
History of Rail lnterrnodal on America’s Steel
Highway， Golden Wes七Books；1992年
目社）日本海上コンテナ協会編纂、 「コンテナリゼーショ
ン便覧」、成山堂、1974年
頁  15
1 一一 15）
1 一 16）
（社）日本海上コンテナ協会、
態調査報告書」、1993年3月
（社）日本海上コンテナ協会、
態調査報告書」、1989年3月
「国際大形コンテナ流動実
「国際大形コンテナ流動実
頁  16
第2章 輸出入コンテナの内陸輸送に関する諸問題
 輸出入コンテナ輸送の特徴として、海上輸送のみならず内陸輸送
も伴うことを1．2．4の「輸出入コンテナ輸送の流れ」で述べた。
本章では、その輸出入コンテナの内陸輸送における問題点を明らか
にする。現在、生じている問題は、主として国際的に流通している
輸出入コンテナの寸法や重量などの規格が、既存の内陸輸送機関の
持つ規格との間で整合性が図られていないことに起因していると考
えられる。そこで、本章では背景にある基本事項を整理し、さらに
輸出入コンテナに関わる問題点を整理することにする。そして、明
らかにした問題点を踏まえ、以後の章でそれらに対する解決方法を
考察するための分析、検討を行うこととする。
2．1 輸出入コンテナの内陸輸送
2．1．1 輸出入コンテナの規格と種類
 現在、輸出入コンテナの内陸輸送において、輸出入コンテナ規格
と既存の内陸輸送機関の規格との不整合によって、様々な問題が発
生していると考えられる。そこで、本項では問題解決のための基礎
事項として、それらの問題の背景となる事実のうち、輸出入コンテ
ナのサイズや重量に関する規格について整理しておくことにする。
（1） 輸出入コンテナの種類
 コンテナは一見すると単純な箱であるが、様々な形状、性質をし
た貨物を、あたかも同一性状を持つ貨物として扱うために重要な役
割を果たしている。従って、ひとくちに輸出入コンテナといっても、
様々な機能を持ったものが存在しており、その機能はコンテナサイ
ズなどの規格面に影響を与えている。そこで、輸出入コンテナの種
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表2－1 輸出入コンテナの種類と対象とする貨物2－n
輸出入コンテナの種類 コンテナの形状、構造 使用対象貨物
①ドライカーゴ
@コンテナ
四方密閉型
iクローズドバン型）
包装貨物、各種製品、
ﾁ工晶など一般雑貨
②冷凍冷蔵コンテナ 断熱設備済四方密閉型
笂?葡u内蔵
鮮魚、食肉等の食品
?i等温度管理が必要な物
断熱
Rン
eナ
③保冷コンテナ 断熱設備済四方密閉型
笂?葡uなし
果実、野菜、切り花等
V2時間以内の近距離用
④通風コンテナ 通風孔設置の箱型 冷凍の必要がない果実、
?ﾘ、切り花等
⑤オープントップ
@コンテナ
屋根部天板取り外し
ﾂ能
大型構造物、重量物（板ガ
宴X、鋼板製晶等）
⑥サイドオープン
@コンテナ
端壁・側壁取り外し
ﾂ能
大型構造物、重量物（板ガ
宴X、鋼板製品等）
⑦フラットラック
@コンテナ
側壁・天板等上部構造
ｳし、戸板のみ
大型機械類、鋼材、長尺物
凾ﾌ大型構造物、重量物
⑧プラットフォーム
@コンテナ
側壁・天板等壁構造無し
l隅の支柱、底板のみ
大型機械類、鋼材、長尺物
凾ﾌ大型構造物、重量物
特殊コンテナ
⑨液体用タンク
@コンテナ
液体タンクをフレーム、
gラスで保護
化学薬品、生乳、醤油、酒
ﾈどの液体貨物
⑩粉体用バルク
@コンテナ
粉状体輸送のために、
zッパーなどの設備有
小麦粉、モルト、木材チッ
v等の粉体貨物
⑪カーコンテナ 側壁なしの骨組と底板のみ
齦狽ﾉ車止め等の設備有り
自動車などの輸送機器
⑫ペンコンテナ 通風排水口設置、餌を与え
驍ｽめの設備有り
馬、牛などの生動物
⑬ハイドコンテナ 臭気密閉構造、衛生上内部
ﾍFRPコーティング
生の獣皮（hide）などの悪臭
?ｨを伴う貨物
類と機能及び、主に積載される貨物の種類を表2－1に示す。
    （2） ISOによる輸出入コンテナ規格
 現在、多国間の国際輸送に使用されている輸出入コンテナは、そ
の誕生の時点から複数の輸送機関を一貫して輸送できることを目的
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として考案された。従って、各種の輸送機関に適合する輸出入コン
テナ規格が必要となるが、輸出入コンテナ輸送開始当初は、船社や
輸送会社によって、それぞれ独自の規格が用いられていた。しかし、
その後の輸出入コンテナ輸送の国際的な浸透によって、規格統一の
必要性が高まり、単一の輸出入コンテナ規格が国際標準化機構
（ISO：International Organiza七ion for Standardization）に
よって制定されるようになった。
 輸出入コンテナに関する規格は、ISOの中でも特にTC104
（Technical Commission 104）と呼ばれる、コンテナ技術専門委員会
によって検討されている。当初は、長さが10、20、30、そして40ft、
幅および高さがそれぞれ8ftのコンテナが規格化された。その後、
高さについての規格が数種類追加され、また、20ftコンテナの最大
総重量値が改定されて今日に至っている。ISOによってシリーズ
1に分類されているコンテナのサイズ、および重量に関する規格を
表2－2に示す。コンテナが誕生後、アメリカで発達したことから、
これらの規格はフィート・インチ制のもとに定められていることが
特徴となっている。
（3） その他の大型コンテナ
 ISOによってコンテナ規格が制定されたが、近年では様々な輸
送環境を反映して、ISOで定められたサイズ、重量を上回るコン
テナ容器が欧米を中心に出現している。
 アメリカでは長さ45f七、幅8ft、高さ9ft6inの輸出入コンテナ
（以下、45f七コンテナとする。）や、長さ48、53ft、幅8f七6in、高
さ9f七6inという超大型の国内コンテナ（以下、それぞれ48f七コン
テナ、53f七コンテナとする。）が出現している。45ftコンテナはア
メリカ国内輸送のみならず、太平洋航路のコンテナ船に積載されて
アジア諸国に到達している。台湾、韓国ではこの45ftコンテナの自
動車による内陸輸送が、近年になって許可された模様である2－3）。
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表2－2 1SOシリーズ1コンテナの外法寸法及び最大総重量2－2）
長さ（L） 幅（W） 高さ（H） 最大総重量コンテナ
ﾌ呼称 ㎜ fti in㎜ ft ㎜  I?狽奄奄 ㎏ 1bs1AAA
撃`A
撃`
撃`X
12，192
P2，192
P2，192
P2，192
40i
S0i
S0i
S0i
2，438
Q，438
Q，438
Q，438
8888 2，896
Q，591
Q，438
モQ，438
gi 6
Wi6
Wi＜8i
30，480
R0，480
R0，480
R0，480
67，200
U7，200
U7，200
U7，200
曽 1BBB
@lBB
@lB
@lBX
9，125
X，125
X，125
X，125
 ｝
Q9i111／4 229i111／4 329i111／4 旨29i111／42，438
Q，438
Q，438
Q，438
8888 2，896
Q，591
Q，438
モQ，438
916
Wi6
Wi〈8i
25，400
Q5，400
Q5，400
Q5，400
56，000
T6，000
T6，000
T6，000
1CC
撃b
撃bX
6，058
U，058
U，058
 ｝P9i101／2 ｝19i101／2 ｝19i101／22，438
Q，438
Q，438
888 2，591
Q，438
モQ，438
816
Wi〈8i
24，000
Q4，000
Q4，000
52，900
T2，900
T2，900
1D
撃cX
2，991
Q，991
十9i 93／4｝9193／4
2，438
Q，438
88 2，438
q2，438
81
q8i 10，160
P0，160
22，400
Q2，400
 45f七コンテナは1981年に、当時のAPL（アメリカン・プレジデ
ント・ライン社、現アメリカン・プレジデント・カンパニー：AP
C）が初めて導入したもので、その頃から盛んになり始めたD・ST
（Double S七ack Train：コンテナ2段積み貨物列車）と組み合わせる
ことで、その威力を発揮するようになった。45ftコンテナが登場し
た経緯として、次の理由が考えられる。
 極東の国々などから送りだされた輸出入コンテナは太平洋上を海
上輸送されて、アメリカ西海岸の各港でDSTに積載されて内陸東
部の荷受人の元へ輸送されている。このような場合、内陸東部から
西海岸までの空の輸出入コンテナ輸送が船旅、鉄道会社にとって大
きな経営上の問題となっている。船体および鉄道会社は収益性を向
上させるため、空の輸出入コンテナ回送時に、国内貨物を集荷して
翰目したいと考えるようになった。しかし、国内輸送分野ではトラ
ック輸送業者や国内複合輸送業者が国内貨物の輸送を行っており、
それらの業者が使用している長さが48、53f七といった国内コンテナ
や・ピギーバック車両、そしてダブルス車両の容積に比べて、
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ISO規格40f七輸出入コンテナは容積が小さく、競争にならないと
いった事態が起こり始めた。ここで、アメリカ国内輸送で使用され
ている輸送容器の容積と、輸出入コンテナの容積を比較したものを
図2－1に示す。
 この図から明らかなように、40ftコンテナの容積が他のコンテナ
やピギーバック車両の容積に比べて、小さいことが判断できる。こ
のような事実を背景として、太平洋航路に就航している船社にとっ
て、より大型の輸出入コンテナの必要性が生じてきている。従って、
将来的に見ると、45f七コンテナが輸出入コンテナとして使用される
可能性が大きいと考えられる。
 一方、ヨーロッパではEC体制確立のための諸準備が進められて
おり、EC域内物流用にスワップ・ボディー（Swap Body）の標準規
格化調査に着手した2－4）・2”5）。その結果、7．5mの長さをモジュー
ルとする寸法にまとまりつつあった。EC域内物流の整合性を重視
するECは、7．5m（24．6ft）の約2倍である49ftをISOの次世
代輸出入コンテナ規格であるシリーズ2コンテナの寸法に採用させ
たいと考え、48ftを規格値に推すアメリカとの間で主張が対立した。
しかし、結果として多勢であるEC勢の推す長さ49ftが、ISOの
シリーズ2輸出入コンテナ規格として採用された。
 本論文では、以上のようにアメリカを中心として広まっている48，
58ftといったコンテナを非ISO規格コンテナと便宜上分類するこ
とにする。非ISO規格コンテナとして代表的なものの規格と、
ISOシリーズ2コンテナの規格を表2－3に整理して示す。これ
らの現状を見ると、今後も世界的にコンテナの大型化が進行するも
のと考えられる。
一一一一一一一一一一一一一L一一一
 輸送容器の種類
1AAコンテナ
1AAAコンテナ
長さ45ft、高さ
9ft6inコンテナ
長さ45ft、幅102in
ピギーバック
長さ48ft、高さ9ft
6in、幅102inコンテナ
長さ48ft、 fi 102in
ビギPtバック
長さ53ft、高さ9ft
6in、幅102inコンテナ
長さ53ft、幅102in
のピギーバック
長さ28ft、幅102in
が2個のダブルス
       全瀾縮尺
国際用
国際・米国内用
米国内用
◎     Y
米国内用
米国内用
米国内用
米国内用
  t
米国内用
 ノ
図2－1
Xigt
各種輸送容器の容積比較図
文献2－3）よ’闕?ｬ
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内容積
65．7罰f
75．8rr
86．311r
g2．our
96．8耐
100．6Tlr
1 08 ． 011r
113．3耐
比
10S
115
131
14e
147
153
164
172
116．4M， 177
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表2－3 1SOシリーズ2及び非ISO規格コンテナの外法寸法及び最大総重量2’6）
全長（L） 全幅（W） 全高（H） 最大総重量コンテナ
ﾌ呼称 ㎜ f七 ㎜  「?ｵiin㎜  、?狽奄奄 ㎏ 1bs2AAAQAA
14，935
P4，935
49
S9
2，595
Q，595
8i61816イ
2，896
Q，591
gi 6…8｝6i
30，480
R0，480
67，200
U7，200
ISO
Vリ
[ズ
Q
2CCCQCC
7，430
V，430
24
Q4
2，595
Q，595
8i 6旨8i 6 2，896
Q，591
9i 628i 630，480
R0，480
67，200
U7，200
非ISO規格コンテナ 米国内コンけ
蒼焉E国際
ﾄ国内コンけ
ﾄ国内コンけ
8，534
P3，716
P4，630
P6，154
28
S5
S8
T3
不明
Q，438
Q，591
Q，591
←i←
W｛
Wi6
Wi6
不明
Q，896
Q，896
Q，896
←i←
№?6
№?6
№?6
不明
R0，480
s明
s明
不明
U7，200
s明
s明
2．1．2 輸出入コンテナの内陸輸送形態
 輸出入コンテナは海上を輸送される以外に、世界各国の内陸を輸
送されている。輸出入コンテナが内陸輸送される場合、自動車、鉄
道、そして内航船舶によって輸送が行われている。ここで、それぞ
れの輸送機関による、輸出入コンテナの内陸輸送について、概観し
てみる。各輸送機度ごとの特徴を示す前に、我が国の1978年、・1985
年、そして1989年における輸出、輸入それぞれの場合の、輸出入コ
ンテナの内陸輸送機関分担率を図2－2、図2－3に示す。
（1） 内航船舶
 内航船舶による輸送は、海、河川、そして湖沼を持たない国では
利用することができない。輸出入コンテナの内航船舶輸送が盛んな
ケースとしては、ヨーロッパのライン河の場合が挙げられる。表2
－4にライン河での輸出入コンテナ輸送の概要および実績を示す。
我が国の場合には、国際定期コンテナ航路のフィーダー輸送として、
輪出入コンテナ港湾とその他の港湾間で輸送が行われているが、そ
の分担率は小さくなっている（図2－2、図2－3参照）。他の各国
の場合においては地勢的な条件から考えて、内航船舶輸送は輸出入
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輸 出
平成1／1989年
昭i56z／’1・985年
昭和534978年
目埠頭詰め
翅自動車
麗鉄道
田船舶
Z l9，293Z 4ZsZ 6Z7Z8Z9臼1四シェア（％）
  図2－2 輸出入コンテナの内陸輸送機関分担2““’・2“e》
輸入
平成1／1989年
昭和6Z／1985年
昭和53／ig78年
目埠頭開梱
國自動車
囲鉄道
囲船舶
Z IZ 2Z 3e 4Z sZ 6Z 718臼9の1匝〕シェア（％）
   図2－3 輸出入コンテナの内陸輸送機関分担2“7’．2．。’
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表2－4 ライン河における輸出入コンテナ輸送量2－9）
河川 コンテナ積卸
区域名 内陸港名 個数cg1）
Base1（スイス） 61，500
〇七七田arsheim 11，000
Ober Strasbourg27，000
Rhine Karlsruhe 6，500
（上ライン） Woerth 25，000
Mannheim 30，000
Ginsheim 32，000
Mainz 7 500 ，
Mittel
Rhine Frankfur七 8，500
（中ライン）
Koeln        一     一  一W0 000  ，
Leverkusen8 000 ，
Nieder Stuerzelberg25，000
RheineNeuss 34，500
（下ライン） Duesseldorf94，000
Duisburg 96，000
Emmerich 8，600
合計コンテナ 取り扱い個数 555 100   ，
      注1）：特記がない内陸港はドイツの港
      注2）：コンテナ取り扱い個数は純個数
         （TEU換算は行っていない値）
コンテナの国内輸送機関として、一般的とは考えられないことが多
い。
   （2） 鉄道
 鉄道による輸出入コンテナ輸送は、アメリカ、カナダにおけるD
STによる輸送を始め2’10）、ヨーロッパにおいてもフラットカー
（通常のコンテナ1段積み無蓋貨車）による輸送が盛んに行われて
いる2－11）・2 12）。その他、南アフリカ共和国やマレーシア等にお
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写真2－1 アメリカにおけるDSTによる大型コンテナ輸送
             アメリカ合衆国・ワイオミング州
                 1992年11月 撮影：筆者
写真2－2 ヨーロッパにおける鉄道による輸出入コンテナ輸送
              オーストリア・ブレソナー峠付近
                  1992年8月 撮影：筆者
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いても、コンテナ港湾から内陸諸都市まで鉄道により内陸輸送が行
われている2 13）。
 しかし、現在の我が国の場合を見ると、定期的に行われている鉄
道による輸出入コンテナ輸送は神奈川臨海鉄道の横浜本牧駅とJR
貨物の東京貨物ターミナル問のみで、ISO規格20f七輸出入コンテ
ナが輸送されているに過ぎない。この輸送は平成元／1989年4月26
日から開始され、現在まで横浜本牧駅一東京貨物ターミナル間に1
往復の列車ダイヤが設定されている2’14）。現在のところ我が国に
おいて、ISO規格40ft輸出入コンテナの鉄道輸送は行われておら
ず、また、他路線での定期的な輸出入コンテナの鉄道輸送も行われ
ていない。従って、図2－2、図2－3からも読み取れるように、
鉄道は我が国一において、輸出入コンテナの内陸輸送機関としての分
担率は極めて小さいものとなっている。
（3） 自動車
 自動車による輸出入コンテナの内陸輸送は、我が国の場合におい
ても、また、世界的に見ても、最も盛んに行われていると思われる。
輸出入コンテナ輸送の最大の特徴であるDoor to Door輸送を実現
するために、我が国において自動車による輸出入コンテナの内陸輸
送シェアは図2－2、図2－3に示したように約90％に達しており、
輸出入コンテナのほとんどが自動車によって道路輸送されているこ
とがわかる。
 輸出入コンテナが自動車によって道路輪送される場合、輸出入コ
ンテナは専用シャシーに積載された上で、トラクターにより牽引さ
れて道路上を走行する。本論文ではこれ以後、トラクターと輸出入
コンテナが積載された専用シャシーを合せたものを、コンテナ車と
呼ぶことにする。
 輸出入コンテナの自動車輸送には、このようなコンテナ車による
Door to Doorを実現する“一貫輸送”と、港頭などでコンテナ
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を点出し、小型のトラックに積み替えて輸送を行う “積み替え輸送”
が存在している2 15）。関東都県の輸出・輸入を合わせた場合の内
陸輸送を見ると一貫輸送が50％以上のシェアを獲得している2－15＞。
これらの事実により、輸出入コンテナ輸送は、発地から仕向地への
Door to Door Serviceによる一貫輸送が最大のセールスポイント
であり、また、それが荷主のニーズと一致していることが読み取れ
る。
 従って、我が国の輸出入コンテナ内陸輸送に関わる問題について
考える場合、そのほとんどを担っている自動車による輸送に着目し
なければならないと考えられる。
2．2 輸出入コンテナの自動車輸送における諸問題
 2．1．2において、輸出入コンテナの内陸輸送機関について、
それぞれの輸送機関別にシェアや特徴などの概略を示した。その結
果、我が国では自動車による道路輸送が輸出入コンテナの内陸輸送
機関として最も重要な役割を担っていることがわかった。しかし、
その重要さにもかかわらず、輸出入コンテナの自動車による内陸輸
送は様々な問題を巻き起こしている。
 そこで、本節では交通渋滞や大気汚染などの環境面から見た問題
ではなく、輸出入コンテナのサイズや重量等の規格と、自動車が道
路上を走行する場合に必要となる道路規格との不整合によって生じ
ると考えられる問題を明示することにする。
2．2．1 道路交通関連法規との問題
 輸出入コンテナの内陸輸送の多くを担っているコンテナ車は、
ISO規格40ft輸出入コンテナを積載する場合には、その全長は16
mを超え、コンテナの最大積載重量だけでも30，480㎏（30，5t）と
なり、我が国の道路規制法規による分節車両全長12m、車両総重量
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20tという規制値を共に大幅に超過してしまう。コンテナ車は道路
上で混在する一般の自動車と大きさを比較すると、図2－4に示し
たように、その大きさが突出していることがわかる。しかし、輸出
入コンテナの内陸輸送は、我々の社会生活において重要な役割を持
っているため、コンテナ車の国内通行を認めないわけには行かない
のが現状である。そこで、コンテナ車に対する規制緩和や特認によ
って、実際にはISO規格20ft、40ftの両コンテナともに、我が国
の道路上を輸送することが可能となっている。表2－5に道路交通
関連法規とコンテナ車が法規に抵触する項目、および特認措置を示
す。
表2－5 コンテナ車の道路関連法規抵触項目と特認一覧表2 16）
コンテナ車 道路法 道路運送車両法 道路交通法
規制関係 車両制限令 道路運送車両の 道路交通法
法規の名称 保安基準 施行令
所管官庁 建設省 運輸省 警察庁
20f七 全高 法規内 法規内 法規内
コンテナ 全長 法規内 法規内 法規内
車の 全幅 法規内 法規内 法規内
規制 車両総重量 抵触 抵触 規制なし
項目 軸重 法規内 法規内 規制なし
40f七 全高 法規内 法規内 法規内
コンテナ 全長 抵触 抵触 法規内
車の 全幅 法規内 法規内 法規内
規制 車両総重量 抵触 抵触 規制なし
項目 軸重 法規内 法規内 規制なし
法規に抵触した 特殊車両 車両保安基準の 制限外積載
場合の特認措置 通行許可 緩和特例 の許可
特認の認可先 道路管理者 各陸運局長 出発地の
警察署長
 我が国の経済構造は貿易に大きく依存しているために、国際商取
引は必要不可欠な行為である。従って、国際貿易における輸出入コ
ンテナ輸送の重要性は大きく、輸出入コンテナの内陸輸送に関する
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このような特認制度は、国際商取引や輸出入貨物の国内流動という
点において、大きな障害となりかねない。しかし、現在まで問題の
抜本的な改善は行われておらず、高さが9ft6inの背高コンテナ
（ハイキューブ・コンテナ）の国内通行認可をめぐって、その特認
申請手続きの複雑な方法は、日米海運協議などで諸外国からの非難
を浴びる結果となった2一17）。
 また、1974年に東京で開催されたISO／TC104第8回総会で、高
さ8ft6inの20ft輸出入コンテナが1CCコンテナと一ｵて正式に規
格化された。これを機に輸出入コンテナの高さは全面的に8ft6in
に移行し、高さ8ftの輸出入コンテナ（1Aや1Cコンテナ）の製
造は、それから間もなく中止された。この1CCコンテナを、当時
の我が国の平面式シャシーに積載すると、その地上高が3．8mを超
過したため、1977年頃から道路交通法違反として取り締まりが行な
われるようになった。そこで、運輸省や建設省など関係各局の指導
の下に1984年3月末までに、1CCコンテナを積載したコンテナ車
の全高が3．8m以下になるように、低一式シャシーを導入すること
になった（大阪地区のみ規制緩和により、平人式シャシーに1CC
コンテナを積載することが認められている2－18））。
 従って、現在我が国においてこの1CCコンテナを、平面式シャ
シーに積載して輸送すると、全高が3．8mを超過して道路交通関連
法規に違反するので、事実上平編式シャシーは使用できないことに
なってしまった。しかし現在、特認手続きが必要であるものの、低
床式シャシーに背高コンテナを積載した全高4．1mのコンテナ車の
通行は認められている。その結果、この車両が適法であるのにもか
かわらず、全高が3．9mの1CCコンテナ積載の平床式コンテナ車
の通行は認められないという矛盾が発生してしまっている。
 このように、輸出入コンテナの規格は世界を舞台として、刻々と
改良され、進化しているにもかかわらず’、我が国の輸出入コンテナ
内陸輸送で、最も重要な役割を果たしている自動車輸送にかかわる
道路交通関連法規の改正が遅れてしまい、結果として輸出入コンテ
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ナの最大の特徴である発地から仕向地までの迅速な一貫輸送に、障
害が発生してしまっている。
2．2．2 輸出入コンテナの大型化、重量化による問題
 2．2．1において、現在のISO規格により制定された輸出入
コンテナサイズによって発生している、我が国の輸出入コンテナ内
陸輸送の問題を明示した。また、2。1．1において、世界的に普
及しているISO規格輸出入コンテナよりも、サイズ、重量が大型
の非ISO規格コンテナが存在していること、そして現在の輸送環
境によってコンテナサイズの大型化が進む可能性があることを明ら
かにした。現在のISO規格輸出入コンテナの内陸輸送でさえ、2．
2．1で明らかにした問題が発生しているので一あるから、それ以上
に大型化、重量化された輸出入コンテナが導入されたとすれば、よ
り多くの問題が発生することが容易に推察できる。
 近年では長さが45ft、高さが9f七6inというコンテナも太平洋航
路で使用が開始されており、我が国のコンテナ港湾にも到達してい
る。現在の我が国の道路交通関連法規では、45ftコンテナを積載し
たコンテナ車は全長が約18mとなってしまうため、通行は許可され
ていない。1991年12月31日現在、日本の摂社も8，359個の45ftコン
テナを保有しており、米国などからも我が国にも到達しているが、
上記のように自動車による内陸輸送が許可されていないために、輸
出入コンテナ埠頭のコンテナターミナルで開梱されてしまっている
2”’9）。今後世界的に45ftコンテナが普及しても、このような現状
を我が国が放置し続けるならば、諸外国から円滑な物資の流通を疎
外する非関税障壁として追及される恐れもあるだろうと考えられる。
 また、断熱コンテナ（冷凍冷蔵コンテナ、保冷コンテナ）は、温度
調節用機器を搭載していることや、断熱材を挿入しているために側
板厚が増してしまっており、ドライカーゴコンテナに比べて内容積
が減少している。従って、コンテナ1個あたりの輸送費用や輸送効
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率を考えると、積載している貨物の単位当りの効率は、ドライカー
ゴコンテナに比べて悪くなってしまっている。そこで、ドライカー
ゴコンテナ並みの内容積を確保するために、断熱コンテナの大型化
に対する要求が各国から要望されている2－20）。このような流れに
よって、輸出入コンテナサイズが大型化すれば、コンテナ車が我が
国の道路交通関連法規に違反してしまうことが予想される。
 さらに重量化に関する問題としては、ISO規格20ft輸出入コン
テナの最大総重量の引き上げが挙げられる。ヨーロッパ各国の国鉄
を始めとする鉄道各社は、20ft輸出入コンテナを輸送する時の運賃
計算トン数に24トンを採用している2－21）’2－22）。このために、ド
イツは20ft輸出入コンテナ運賃に対する効率を向上させることを
目的として、ISO規格20ftコンテナの最大総重量を20，320㎏から
24，000㎏に増大させるように、ISO／TC104に新たな規格値の制
定を働きかけた2－22）。また、20ftタイプの液体タンクコンテナは、
欧州各国を中心に生乳の輸送に盛んに用いられているが、生乳など
の液体貨物は一般雑貨に比べて密度が高く、単位容積当りの重量は
重くなっているために、ドライカーゴコンテナと同様な寸法で液体
タンクコンテナを製造し、貨物を積載すると、液体タンクコンテナ
の重量が同サイズのドライカーゴコンテナの総重量よりも重くなっ
てしまう事態が発生した。このような状況から、1976年にフランス
は20ftタンクコンテナの総重量を、当時のISO規格20f七輸出入コ
ンテナの総重量として定められていた、20，320㎏から24，000㎏に引
き上げるよう、ISOのTC104に改善要望を提出した2’22）。その
結果、現在では20ft輸出入コンテナの最大総重量はドライカーゴコ
ンテナ、タンクコンテナ共に24，000㎏と規格化されている。我が
国の道路輸送特認による、車両総重量規制値は34tまでとなってお
り、一般的なトラクターの重量が6～アトン、シャシー重量が2～
4トン（20ft用、40ft用によって自重が異なる）であることから判
断して、積載可能な輸出入コンテナの重量は24，000㎏が限界とされ
ている。
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 以上のように、コンテナサイズの大型化や重量化が、様々な問題
が発生する要因になっていることが判断できる。そこで、第3章で
は、このような輸出入コンテナの大型化の要因について、国際的な
視点から分析を試みることにする。
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第3章 貿易活動と輸出入コンテナ大型化の関連性
 前章での結果から、コンテナサイズの大型化や重量化により様々
な問題が発生しており、今後もコンテナの大型化、重量化が進行す
るにしたがって、新たな問題が発生することも予想される。そこで
本章では、輸出入コンテナの輸送活動が、貿易活動の一環として行
われていることに着目し、輸出入コンテナサイズの大型化と我が国
の貿易活動との関連性について分析及び考察を行うことにする。
 本章では特別な断りがない限り、ISO規格20f七、40f七輸出入コ
ンテナを、単に20ftコンテナ、40ftコンテナとする。
3。1 輸出入コンテナ大型化傾向の把握
3．1．1 輸出入コンテナ大型化の指標
 輸出入コンテナの大型化傾向を把握するために、昭和42／1967年
から平成3／1991年までに国内生産された、20ft及び40ftコンテナ
の合計生産数に占める、40ftコンテナの比率を式3－1により求め
た3－1）・3－2）。
40ftコンけ国内生産数
40ftコンテナLヒ率  （％） ＝ × 100 （3－1）
20ftコンけ国内生産数＋40ftコンガ’国内生産数
 40ftコンテナの比率を求めるには、主に輸出入コンテナの保有数
をもとに算出する方法と、生産数をもとに算出する方法の2つの方
法が考えられる。前者の方法は、既に生産されて船社やコンテナリ
ース会社によって保有されている輸出入コンテナ数を用いるもので、
その時点で実際に輸送に使用されている輸出入コンテナサイズの傾
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向を知ることができると考えられる。しかし、輸出入コンテナ保有
数は、着目したある時点での経済活動よりも以前に起った経済活動
の影響によって、生産され、保有されているコンテナの数を含んで
いる。従って一、着目時のコンテナ保有数は、必ずしもその時点の経
済活動や物流活動の影響を、敏感に反映しているとは言えないと考
えられる。
 一方、後者の方法は、着目した年に新たに生産された輸出入コン
テナ数を用いるもので、着目時点より以前に生産された輸出入コン
テナの数は含んでいないため、その時々の経済活動や物流活動を反
映して、船社やコンテナリース会社が、どのサイズの輸出入コンテ
ナを必要としているかということが、敏感に読み取れると考えられ
る。
 本章では、輸出入コンテナ大型化の進行と貿易活動との関連性に
ついて分析、考察することを目的としているため、経済活動や物流
活動をより敏感に反映していると考えられる、後者の輸出λコンテ
ナ生産数に基づいた、40ftコンテナの比率を用いることにした。
3．1．2 輸出入コンテナ大型化の進行
 輸出入コンテナの大型化傾向を把握するために、前項で求めた
1967年から1991年までの40ftコンテナ比率の年次推移を図3－1に
示す。1967年には全く生産されていなかった40ftコンテナが、1980
年代後半からは約6～7割を占めるようになっており、着実に40ft
コンテナ比率が増加していることが読み取れる。従ってこれらから、
輸出入コンテナのサイズが大型化しているものと考えられる。
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図3－1 1SO規格40ft輸出入コンテナ比率の年次推移s－1》・3－2，
3．2 貿易関連諸変数と40ftコンテナ比率の関係
3．2．1 貿易関連諸変数と40ftコンテナ比率の単相関分析
 1章で述べた輸出入コンテナ輸送の重要性、そして、2章で明示
した輸出入コンテナの内陸輸送における諸問題などの背景を考慮し
つつ、本項では貿易活動と輸出入コンテナサイズの関連性を検討す
るための基礎分析として、貿易関連諸変数と40ftコンテナ比率の単
相関分析を行うことにする。
 式3－1から得た40ftコンテナ比率を目的変数とし、説明変数に
は表3－1に示す、我が国の貿易活動に関連があると思われる9種
類の変数を用いた。
 これらの貿易関連諸変数が1968年から1990年までのデータしか収
集できなかったため、40ftコンテナ比率との単相関分析は、1968年
から1990年忌での説明変数で行なった。その結果を表3－2た示し、
目的変数とそれぞれの説明変数の関係を，散布図にしたものを図3－
2～図3－10に示す。
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表3－1 単相関分析に用いた変数一覧
目的変数名 単位
40ftコンテナ比率 ％
説明変数名 単位
①  為替相場3－3） 円
②  製品輸入額3－3） 100万米ドル
③  輸出総額3－3） 100万米ドル
④  対米輸出額3－3） 100万米ドル
⑤  対米輸入額3－3） 100万米ドル
⑥  対EC輸出額3－3）100万米ドル
⑦  対EC輸入額翫3） 100万米ドル
⑧  対東南アジア
@ 輸出額3『3）
100万米ドル
⑨  対東南アジア
@ 輸入額3－3）
100万米ドル
注）サンプル数：23ヶ年データ
        （1968～1990年）
3．2．2 単相関分析の結果による考察
 単相関分析の結果、各々の場合の「自由度調整済決定係数R2は、
o．565～o．403、t値は3．981～5．442（1％有意：サンプル数23）を
示しており、どの変数の場合も説明力が良好であることから、個々
の貿易活動と輸出入コンテナ大型化の関連性が考えられる。次に、
それぞれの説明変数の場合の単相関分析結果について考察を加える
ことにする。
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表3－2 各変数と40ftコンテナ比率の単相関分析結果
変 数 名 単位 R2乗＊パラメーターt値 定数項it値
目的
ﾏ数
40ftコンテナ
@  比率
為替相場 円 0，565一2・0×10－1奄T・44287・g奄U・872
製品輸入額 100万ドル0，5104．3×10－414．884@   … 24．8i1．825輸出総額 100万ドル0，495 1．6×10『4i4．754  1P9．Oi1．494
対米輸出額 100万ドル0，5434・6×1・一4奄T・2・9   1Q2。5i1．714
対米輸入額 100万ドル0，458 9．7×10『4i4．429    「 19．gi1．391
説  明  変  数
対EC輸出額100万ドル0，524 8．9×10－4i5．022    1 24．6i1．837
対EC輸入額100万ドル0，506 1．5×10 3i4．848
  …25．9 11．899
対東南アジア
A出額
100万ドル0，486
    …6．1×10－4｛4．671
@   i
  …22．3 ｝1．604
@ i
対東南アジア
A入額
100万ド1シ0，403 7・8×1・一4   1Q1．9i1．461@ 1
注1）サンプル：23ヶ年データ（1968～1990年）
注2）＊：R2乗は自由度調整済決定係数
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（1） 為替相場の場合
 表3－2と図3－2から判断すると、単相関分析のパラメーター
は負、グラフは米ドルに対する日本画の価値が弱まるにつれて、40
ftコンテナ比率が小さくなっていることが読み取れる。つまり、円
高の進行に合せて、輪出入コンテナが大型化する傾向にあると考え
られる。
 円高が進行し外国製品の割安感が増すと、諸外国から様々な加工
品や製品、そして最終消費財の輸入活動が活発化することが、これ
らの動きの理由の一つとして考えられる。専用船などにより輸送さ
れる原燃料や穀物などは、我々の生活に欠かすことのできないもの
であり、これらの物資は円高による好影響を受けずとも、永続的に
一定量の輸入が必要な品目であると考えられる。一方、輸出入コン
テナで運ばれる物資は、1．2．4の図1－1、図1－2で示した
ように、製品や最終消費財など、円高による価格面での好影響を受
け易い品物が大半であると考えられる。、また、同様に図1－1、
図1－2に示した品目の多くは、原燃料などに比べて重量の割には
容積がある品物が多いと考えられる。従って、円高環境下では、
ISO規格20ft輸出入コンテナに比べて、高い内容積を持つISO
40ft輸出入コンテナが使用されることが多くなるのではないかと推
察できる。
 また、円高が進行すると、我が国から輸出される品物は、海外諸
国では価格面での割高感が生じて、輸出環境が悪化することが予想、
される。さらに、日本の船社の運賃は米ドル建で設定されているケ
ースが多く、円高が進行した場合には日本の船社は海上運賃の値上
げをせざるを得ないことが考えられる。円高環境下では、この両ケ
ースが同時に発生することが予想され、我が国の輸出業者はこのよ
うな場合に、生産・販売コスト削減の一環として、物流費の削減を
考慮すると考えられる。従って、荷主が表3－3に示したように、
20ft輸出入コンテナよりも容積に対する運賃率が良い、40ft輸出入
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表3－3 20ftおよび40ft輸出入コンテナの運賃比較3－4）
日本一タイ間 日本一フィリピン問積載貨物@  の
@ 禾重：美心
Box Rate運賃（US＄） Box Rate運賃（US＄）
20ft 40ft40／20ft20f七 40ft40／20ft
現地組立用自動車部品 1，040 1，8801．81 1，130 2，0001．77
合成樹脂、合成ゴム、
ｬ麦粉、オートバイ
yびその部品
1，120 2，0401．82 1，075 1，9401．80
プラスティック製品
Sム製品、織物、
@維・糸、タイヤ
1，230 2，260 1．84 1，185 2，1551．82
化学製品（非危険物）
?ｻ品、織機
L2802，360 1．84 1，2402，2601．82
複写機、家電製品
ｩ動車部品（中古）
1，340 2，4801．85 不明 不明 不明
1，185 2，1551．82
自動車部品（新品）
d気部品・電線
@械製品・部品
ｻの他の一般貨物
i冷凍冷蔵貨物を除く）
1，380 2，560 1．86 1，240 2，2601．82
準危険品 1，640 3，080 1．88 1，290 2，3701．84
危険品 2，050 3，9001．90 1，3452，4751．84’
冷凍冷蔵貨物 1，900 3，6001．89 1，8303，120 1．70
注：日本一タイ間運賃は1993年10月1日付発効の運賃
  日本一フィリピン間運賃は1993年10月1日付発効の運賃
コンテナを選択するケースが増えると予想され、
ンテナに対して規模の経済が追求されるために、
大型化すると考えられる。
輸送容器であるコ
コンテナサイズが
（2） その他の説明変数の場合
 表3－2と図3－3～図3－10から判断すると、為替相場以外の
全ての説明変数による単相関分析のパラメーターは正、グラフは右
上がりとなっており、輸出入金額の増加と共に40ftコンテナ比率が
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上昇していることが読み取れる。つまり、諸外国からの製品の輸入、
我が国の世界各国への輸出総額、そして我が国のアメリカ、EC諸
国、東南アジア諸国との輸出入量の増加が、40ftコンテナ比率の上
昇に寄与していると考えられる。そのうち、対東南アジア輸入額の
自由度調整済決定係数R2は0．403、 t値は3．981（1％有意：サン
プル数23）と、他の説明変数の決定係数よりも小さくなっており、
相対的に見て、説明力が若干弱いと判断できる。
 これらの単相関分析の結果、説明変数によって決定係数、および
t値の大小が異なっており、全般的に説明力が良好ではあるが、そ
の中でも説明変数によってその度合いに違いが見られる。そこで、
嘉節ではこれらの貿易関連諸変数と40f七コンテナ比率の関連性を総
合的に評価し、各変数が輸出入コンテナの大型化にどのように影響
を与えているか分析することにする。
3．3 主成分分析による総合分析
 前節で貿易に関連した9種類の変数の、それぞれの場合について
単相関分析を行い、40ftコンテナ比率にどのくらい影響を与えるか
判断するための基礎分析を行った。しかし貿易活動において、これ
らの貿易関連諸変数は単独で影響を与えているのではなく、相互に
関連し合って、輸出入コンテナの大型化に影響を与えていると考え
られる。従って、貿易活動と輸出入コンテナサイズの関連性を考え
る上で、表3－1に示した個々の貿易関連諸変数との関係に加えて、
これらの諸変数を総合化した評価を行う必要があると考えられる。
 そこで、貿易関連諸変数を総合的に扱った上で、40ftコンテナ比
率との関連性を評価する方法の一つとして、重回帰分析法が考えら
れる。重回帰分析法は、分析に使用するそれぞれの説明変数の独立
性を前提として成り立っている。そこでぐ表3－1に示した貿易関
連諸変数の相互相関性を調べるために、表3－4に示す相関行列を
作成したところ、これらの諸変数は相互に高い相関性が認められた。
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表3－4 分析に用いた変数の相関行列
変数名
為替椙場
製品輸入
輸出総額
対米輪出
対米輸入
対EC輸出
対E（輸入
アゾフ輸出
アゾア輸入
為替相場製品輸入輸出総額対米輸出対米輸入対E（輸出対EC輸入アジヲ輸出アジア輸入
1．000
－O．857 1．000
－O．932 O．954 1．Oee
－O．903 O．935 e．982
－O．891 O．976 O．981
－O．902 O．990 O．978
－O．840 O．995 O．931
－O．900 O．989 O．982
－O．909 O．942 e．978
1．oee
o．g42 1．oeo
O．963 e．977 1．eOO
o．gos e．g60 e．gso
G．95e e．993 e．992
0．927 e．988 O．953
1． 000
0．g77 1．oeo
O．919 O．977 1．00e
注：各数値は相関係数R
従って、重回帰分析は今回の分析には適用できないことになる。そ
こで、本研究ではこれらの貿易関連諸変数に、各変数の独立性を前
提としない主成分分析を適用し、その主成分合成変数と40ftコンテ
ナ比率との関係を調べることにした。
 これら9種類の貿易関連諸変数に、主成分分析を適用して変数を
線形結合した時の、主成分ベクトルおよび寄与率を表3－5に示す。
その結果、寄与率は95．48％と高い値を示しており、9種類の貿易
関連諸変数を統合化した場合でも、統合化する前の変数が持ってい
た特性を大きく失っていないということが判断できる。
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表3－5 主成分分析結果と各変数値の変動
デ  一  タ  特  性
変  数  名
主成分
xク ト ル 最小値 平均値 最大値
為替相場 0，135 122
i50．4％）
242．3
i100％）
 357．8
i147．7％）
製品輸入額 一〇．335  3568
i10．3％）
34488
i100晃）
118028
i342．2％）
輸出総額 一〇．338 12972
i10．7％）
120702
i100％）
286947
i237．7％）
対米輸出額 一〇．330  4087
i10．9％）
37434
i100％）
 93188
i248．9％）
対米輸入額 一〇．338  3527
i17．2％）
20495
i100％）
 52369
i255。5％）
対EC輸出額 一〇．339  687
i4．1％）
16949
i100％）
 53518
i315．8％）
対EC輸入額 一〇．330  737
i8．2％）
 8974
i100％）
 35028
i390．3％）
対東南アジア
A出額
一〇．340  3613
i12．6％）
28675
i100％）
 82721
i288．5％）
対東南アジア
A入額
一〇．333  1984
i8．7銘）
22834
i100％）
 54601
i239．1％）
注1）
注2）
注3）
サンプル：23ヶ年データ（1968～1990年）’
主成分分析における寄与率＝95．48％
括弧内は平均値に対する比
3．4 貿易活動と輸出入コンテナ大型化の
             関連性についての考察
 前節で行った主成分分析の結果を表3－5に示した。その主成分
ベクトルをもとに、各変数を線形1次結合して合成変数を作成した。
その合成変数の形を式3－2に示す。
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y＝ alx 1十 a2日目2十 ． ． ． 十agxg（3－2）
ここで、
x
a
y
’ X9
． ag
主成分合成変数
原データ
主成分ベクトル
 次に、式3－2に示すような線形1次結合で表される主成分合成
変数を説明変数とし、40f七コンテナ比率を目的変数として単相関分
析を行った。その結果を表3－6に示す。
表3－6 主成分合成変数と40ftコンテナ比率の単相関分析結果
R2乗＊     2pラメーターt値     【    2關剥?t値   2
0，510
     「一1．8×10－4i4．893     3    2
Q1．657i1．596   …
注1）サンプル：23ヶ年データ（1968～1990年）
注2）＊：自由度調整済決定係数
 自由度調整済決定係数R2は0．51、 t値は4．893（1％有意：サン
プル数23）となっており、良好な説明力を持っていると判断できる。
従って、輸出入コンテナの大型化は、貿易活動の様々な要素が複雑
に関与している現象であると予想できる。
 また、単相関分析のパラメータは一L8×10－4と負の値を示して
おり、説明変数である主成分合成変数の値が小さくなる程、目的変
数である40ftコンテナ比率が上昇することを意味している。さらに、
式3－2で示した主成分合成変数の形、および表3－5に示した主
成分ベクトルの正負から、次のように判断できる。
 主成分合成変数と40f七コンテナ比率とめ単相関分析の結果から判
断して、40ftコンテナ比率が上昇するためには、主成分合成変数が
小さくなればよい。そこで、線形1次結合で表される主成分合成変
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数の、表3－5に示した主成分ベクトルの正負、そして原データの
正負・大小に注目してみる。為替相場は、円で表される通貨の額が
減少すれば円高となり、正値をとっている主成分ベクトルと掛け合
わされ、結果として線形1次結合式の9要素のうちの1要素は減少
傾向を示す。
 輸出入に関する残りの8変数の場合は、原データの輸出入額が増
加すれば、負値をとっている主成分ベクトルと掛け合わされて、線
形1次結合式の各項は減少傾向を示すことになる。従って、為替相
場と残りの輸出入関連8変数を総合して判断すると、円高が進行し
てこれらの輸出入額が増加するにしたがって、40ftコンテナ比率が
上昇すると考えられる。
 さらに、表3－5に示した主成分ベクトルを見ると、輸出入関係
の諸変数において、その値の大小関係に大差が生じていない。つま
り、この大小関係だけで判断すると、これらの諸変数が40f七コンテ
ナ比率に与える影響は、ほぼ等しいことになる。しかし、同じく表
3－5に主成分分析結果と併せて示した適用データの変動特性、お
よび前節3．2で行った単相関分析による個々の変数の説明力とパ
ラメータの大小関係（前出の表3－1参照）から判断すると、製品
輸入額や対EC輸出入額の変動は、最近の輸出入コンテナの大型化
に影響が強いと考えられる。ここで用いた適用データの変動特性と
は、データをピックアップした1968年から1990年までの23ヶ年の間
に、対象データの平均値を中心（100％）として、最小値と最大値
が何％の幅で変動したかを求めたものである。従って、このデータ
変動特性を併せて判断すると、主成分ベクトルがほぼ同じ大きさで
あるならば、原データ値の変動が大きいものほど、主成分合成変数
の大小に寄与する度合いが高いと考えられる。原データの変動特性
を見る場合、23年の間には物価の上昇や貨幣価値の変動が生じてお
り、それらの影響をも受けてそれぞれの額が変動しているが、同期
間で各変数の変動幅を比較しているので、それぞれの変数の変動の
特徴を相対的に知る上では問題はないと考えられる。
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 これらの数値的分析結果と現状の貿易活動の特性を合せて考察し、
製品輸入額や対EC輸出入額の変動が、40ftコンテナ比率の上昇に
対して影響が大きいと判断した理由として次のようなことが挙げら
れる。
（1） 製品輸入額の場合
 表3－5に示した製品輸入額の変動特性を見ると、23年間の平均
値を100％とした場合、最小値は10．3％、最大値は342。2％となって
いる。従って、変動特性から判断すると、製品輸入額は23年間で、
データが大きく変動したといえる。言い換えれば、輸入量が回心に
増加したということになる。主成分合成変数を見ると、主成分ベク
トルは定数であるので、原データの変動特性が大きいということが
主成分合成変数値の増減に大きく寄与するということになる。
 また、製品輸入額には機械工業製品や電気製品、化学製品、そし
て我々に身近な家庭浪曲製品などの取引額が、主として含まれてい
ると考えられる。これらの製品は容積に比べて重量が軽い物品や、
精密で取り扱いに注意を要するもの、そして商品価格が比較的高価
な物が多いと考えられ、主に輸出入コンテナで輸送されるケースが
多い物資である七考えられる。従って、これらの晶物の輸出入額、
言い換えれば輸出入量の増減が輸出入コンテナサイズに、強く影響
を与えると考えられる。
 以上より、製品輸入額の大きな変動特性と、貨物の品目特性が輸
出入コンテナの大型化に大きく寄与していると考えられる。
（2） 対EC輸出額・輸入額の場合
 表3－5に示した対EC輸出額、および対EC輸入額の変動特性
を見ると、23年間の平均値を100％とした場合、輸出額の最小値は
4．1％、最大値は315．8％、輸入額の最小値は8．2％、最大値は390．3
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％、となっている。これらの変動特性から判断すると、対EC輸入
額・輸出額は、製品輸入額と同様に、23年間でデータが大きく変動
したといえる。主成分合成変数に注目すると、主成分ベクトルは定
数であるので、原データの変動特性が大きいということが主成分合
成変数値の増減に大きく寄与するということになる。従って、原デ
ータの変動特性から、対EC輸出額および輸入額の増減は、コンテ
ナサイズの変化に大きな影響を与えるものと考えられる。
 また、我が国とEC間での貿易で扱われる品目の構成を輸出、輸
入のそれぞれの場合に分けて図3－11、図3－12に示した。グラフ
から判断すると、対ECとの貿易は輸出、輸入ともに機械機器、化
学製品、そして、家具や履き物、そして運動用具など、その他の製
品に分類される貨物が大半を占める、典型的な先進国間の貿易形態
となっている。これらの貨物の多くは、バルク・カーゴに比べて取
り扱いに注意を要する精密機器や、高価な品物であると考えられる。
従って、これらの貿易品目の特性から判断して、対ECとの貿易量
が増加すれば、輸出入コンテナサイズの大型化が進行すると考えら
れる。
 以上までは、翰出入コンテナの大型化に影響が強いと考えられる
要素について考察を加えた。それに対して、製品輸入額や対EC輸
出額・輸入額ほど、輸出入コンテナの大型化に強い影響を与えると
は考えられない変数について、次に考察することにする。
（3） 輸出総額の場合
 表3－5に示した輸出総額の変動特性を見ると、23年間の平均値
を100％とした場合、最小値は10．7％、最大値は237。7％となってい
る。この変動特性から判断すると、輸出総額の場合は、23年間での
原データの変動が、最高でも237．7％となっており、最大で390．3％
となっている対EC輸入額の場合のように大きくはないと判断でき
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図3－11 対EC輸出品目構成（1992年）3“’5》
図3－12 対EC輸入品目構成（1992年）3－e）
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図3－13 総輸出品目構成（1992年）3－5｝
る。従って、輸出総額は大きな変動を見せてはおらず、主成分合成
変数値の増減に大きな影響を与えてはいないと考えられる。
 また、図3－13に示した輸出総額における品目構成から、我が国
が輸出している品目のうち、機械機器が約7割を占めていることが
わかる。さらに、平成4年の貿易統計3“5，を見ると、輸出されてい
る機械機器のうちの約1／3が自動車や船舶などの輸送機器となって
いる。従って、我が国から輸出される製品には、輸出入ゴンテナ輸
送を必要とする貨物よりも、自動車などのように専用船による輸送
に適している貨物が多いことがわかる。
 以上から判断すると輸出総額は、その値の変動が少ないことや、              f
輸出入コンテナ輸送に適さない貨物の輸出額をが比較的多く含むこ
とがわかった。このような理由から、我が国から輸出される品物の
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全ての品目を統合して検討すると、輸出総額は輸出入コンテナの大
型化には強い影響を与えないのではないかと考えられる。
（4） 対米輸出額・輸入額の場合
 表3－5に示した対米輸出額、および対米輸入額の変動特性を見
ると、23年間の平均値を100％とした場合、輸出額の最小値は10．9
％、最大値は248．9％、輸入額の最小値は17．2％、最大値は255．5％、
となっている。これらの変動特性から、対米輸入額・輸出額の場合
は、23年間での原データの変動が、製品輸入額や対EC輸出額・輸
入額の場合ほどには大きくはないと判断できる。従って、対米輸出
額・輸入額は大きな変動を見せてはおらず、主成分合成変数値の増
減に、注目に値するような大きな影響は与えていないと考えられる。
 また、図3－14、図3－15に示した対米輸出および輸入における
品目構成から、対米問の貨物輸送では輸入の場合、輸出入コンテナ
輸送を必要とする貨物よりも、専用船による輸送に適している原燃
料や穀物などの食品の品目が大きな割合を占めていることがわかる。
同様にして輸出の場合を見ると、一見して輸出入コンテナ輸送に適
した機械機器が全輸出額の約8割を占めているが、平成4年の貿易
統計3－5）を見ると、これらの機械機器に分類された貨物のうちの約
30％が自動車などの輸送機器となっており、輸出入コンテナ輸送に
適した貨物ではないことが判る。
 以上のように、対米貿易では原材料や基幹食糧など、輸送量の変
動が少ないものや、輸出入コンテナ輸送に適さない貨物が多いこと
が判った。このような理由から、対米貿易は対ECとの貿易ほどに
は、輸出入コンテナの大型化には強い影響を与えないのではないか
と考えられる。
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（5） 対東南アジア輸出額・輸入額の場合
 表3－5に示した対東南アジア輸出額、および対東南アジア輸入
額の変動特性を見ると、23年間の平均値を100％とした場合、輸出
額の最小値は12．6％、最大値は288．5％、輸入額の最小値は8．7％、
最大値は239．1％、となっている。これらの変動特性から判断する
と、対東南アジア輸入額・輸出額は、23年悶での原データの変動が、
対米輸出額・輸入額と同様な傾向を持っていると判断できる。従っ
て、対東南アジア輸出額・輸入額は大きな変動を見せてはおらず、
主成分合成変数値の増減に、注目に値するような大きな影響は与え
ていないと考えられる。
 また、図3－16、図3－17に示した対東南アジア輸出および輸入
の品目構成から、対東南アジア諸国間の貨物輸送では輸入の場合、
輸出入コンテナ輸送を必要とする貨物よりも、専用船による輸送に
適している原燃料や食品が合せて、全品目の内の約5割を占めてい
ることがわかる。しかし、輸出の場合では、機械機器、化学製品な
どの製品類を合せると全輸出額の過半数を占めていることがわかる。
これらの品目は輸出入コンテナ輸送に適したものが多く、この点か
ら判断すると対東南アジア輸出額は、対東南アジア輸入額に比べて、
輸出入コンテナの大型化に影響が強いと考えられる。これを裏付け
るように、表3－2に示した単相関分析の自由度調整済決定係数
R2およびt値は、対東南アジア輸入額の場合よりも有意な値を示
している。
 以上のように、我が国が東南アジアから輸入する物資では、原燃
料などの輸出入コンテナ輸送に適さない貨物が多いことがわかった。
このような理由から、対東南アジア貿易は対ECとの貿易ほどには、
輸出入コンテナの大型化には強い影響を与えないのではないかと考
えられる。
 以上の分析および考察で、輸出入コンテナサイズの大型化傾向、
そして大型化を促す要因を明らかにすることができた。
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 そこで、次章では輸出入コンテナサイズの大型化を踏まえた上で、
多国闘で輸出入コンテナ輸送を行なう場合に、その内陸輸送におい
て起り得る問題について分析と考察を行うことにする。
【第3章の参考文献】
3一 1）
3－2）
3－3）
3 一一 4）
3－5）
「わが国における国際大形コンテナ生産個数の推移」、
コンテナリゼーション、No．194、 P．70～P．73、1987年、
（社）日本海上コンテナ協会
「わが国における国際大形コンテナ生産個数の推移」、
コンテナリゼーション、No．244、 P．46～P．47、1992年、
（社）日本海上コンテナ協会
「外国貿易概況」、1968年～1990年、大蔵省関税局
「荷主と輸送」、1993年10月号、P．69、 P．72、（社）日本
荷主協会
「平成4年 貿易統計」大蔵省関税局、1993年
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第4章 輸出入コンテナ規格と道路規格の整合性
 第2章での調査から、世界的に輸出入コンテナが大型化、重量化
し、そのために輸出入コンテナの内陸輸送を中心として様々な問題
が発生しており、また、今後も新たな問題が発生する可能性がある
ことがわかった。そして第3章ではそれらの結果を踏まえて、輸出
入コンテナの大型化の要因分析として、ISO規格40ft輸出入コン
テナ比率と貿易関連自変数の関係を分析した。これまでの調査・分
析の結果を総合すると、輸出入コンテナサイズの大型化が進行して
いることが明らかになり、今後も大型化が更に進行する可能性が大
きいことが判った。
 そこで、本章では輸出入コンテナサイズの大型化により、問題が
発生する可能性が大きいと考えられる輸出入コンテナの自動車によ
る内陸輸送について、輸出入コンテナ規格と道路規格の整合性とい
う観点から分析、および考察を進めることにする。
4．1 世界各国の道路規格調査項目
 1．2．3で述べた「輸出入コンテナ輸送の特徴」から、輸出入
コンテナは内陸の発地から内陸の仕向地へ輸送されることが多いと
考えられる。従って、多国間を流通することが前提となっている輸
出入コンテナ輸送を円滑に実施するためには、世界各国の内陸輸送
機関の規格と輸出入コンテナの規格の整合性が重要な問題となって
くる。その場合、2．1．2の図2－2、図2－3に示した我が国
の輸出入コンテナの内陸輸送機関別分担率から考えて、自動車によ
る道路輸送の役割は重要であると考えられる。
 従って、内陸輸送機関の規格と輸出入コンテナの規格の整合性を
検討する場合、世界各国の道路規格を調査し、その実態を把握する
必要があると考えられる。そこで、ヨーロッパ、北米、南米、アジ
ア、中東、アフリカ、そしてオセアニアの各地域に属する各国の道
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路規格を調査し、次節において、そのデータをもとに基礎的な分析、
考察を加えることにする。
 コンテナ車は道路上で混在する他の自動車に比べ、その全長や全
高、そして車両総重量の全てにおいて、その諸元値は突出している
（2．2．1、図2－4参照）。このように大型のコンテナ車が内
陸の道路を通行する際、主として問題となるのは、通行する道路が
許容できる最大の全長、全高、そして車両総重量であると考えられ
る4”1）’4－2）。許容最大全長はコンテナ車がカーブや曲り角を通過
することができるかどうかの目安となり、許容最大全高はコンテナ
車がトンネルや橋梁下を通過することができるかどうか判断する際
の指標になると考えられる。また、許容最大車両総重量はコンテナ
車が橋梁、高架橋、そして高速自動車道などを通行できるかどうか
ということを判断するための指標とな一 ﾁている。これらの指標の大
小によって、コンテナ車に対する道路規格の適合の度合いを知るこ
とができると考えられる。そこで、世界72の国および地域の道路規
格で許容されている、最大全長（単車、分節車両、連結車両の3種
類について）、最大全高、最大全幅、そして最大車両総重量に軸重
（単軸重、タンデム軸重の2種類）を加えて調査した4－3）、4－4）。
調査した各データを一覧表にまとめたものを表4－1に示す。ここ
で、心中の数値は各国の道路規格によって許容される最大値を記載
した。全長は単車全長、分節車両全長、連結車両全長の3種類が挙
げられるが、コンテナ車は分節車両に分類されるケースがほとんど
であるため、表4－1に示した最大車両総重量には、分節車両に適
用される許容車両総重量を採用した。分節車両に対する値が明らか
でない場合には、道路上を通行することが許可される一般車両（特
大貨物を積載するために、多数の車輪を持つような、特殊車両を除
く）に対する最大車両総重量を採用した。
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4．2 道路規格要素による基礎分析
 ISO規格40ft輸出入コンテナを積載したコンテナ車の場合、全
長は16mを超し、ISO規格で定められた40f七輸出入コンテナの最
大総重量（コンテナ容器の自重と積載された貨物の重量を合計した
重量）だけでも30，480㎏に達する。牽引車の自重を7t、シャシー
の自重を4tとして、コンテナの最大総重量と合わせると、その車
両総重量は約41tどなる。これらから、道路規格の許容最大全長値、
そして許容最大車両総重量値が大きいほど、コンテナ車に対する規
制が緩いと判断できる。
 以上のように、最大車両全長と最大車両総重量の関係を調査する
ことによって、コンテナ車に対する規制の傾向を知ることができ、
国や地域を規制の傾向によって分類することができると考えられる。
そこで、最大全長と最大単車総重量の関係を図4－1に、最大分節
車両全長と最大分節車両総重量の関係を図4－2に、そして、最大
連結車両全長と最大連結車両総重量の関係を図4－3に示す。
 また、コンテナ車の全高は標準的なシャシー立夏1．2mに、
ISO規格40ft輸出入コンテナの高さ2．55m（8ft6in）を加えた
時には3．75mとなり、この値は我が国の道路規格の許容最大全高
3．8mを辛うじてクリアする。しかし、近年世界的に普及が著しい、
高さ9ft 6 in（2．85m）の背高コンテナを積載した場合には、コン
テナ車の全高は約4．1mとなり、我が国の規制最大値を超過してし
まう。この事実も輸出入コンテナ規格と道路規格の整合性を検討す
る場合に無視できない問題であり、最：大車両全高と最大分節車両総
重量の関係に対する傾向についても分析することが必要であると考
えられる。そこで、最大車両全高と夕虹分節車両総重量の関係を図
4－4に示す。
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4．3 道路規格要素による基礎分析結果
 図4－1から図4－3を通して、日本は最も道路規格が低い部類
に属していることが読み取れる。図中に日本を中心とした境界線を
引くと、ほとんどの国々の道路規格が日本の規格よりも高いことが
わかる。また、アメリカ、カナダ、スウェーデンが図4－1から図
4－3の全ての嘉島の右上に現われ、最大車両全長と最大車両総重
量の許容値が大きいことがわかる。従って、図面右上に位置してい
る国々と、図中左下に位置している我が国の間で輸出入コンテナの
輸送が行われる場合．．輪出入コンテナ規格と道路規格の不整合によ
って、問題が発生する可能性が大きいと考えられる。
 また、図4－4に示した最大車両全高と最大分節車両総重量の関
係においても、日本は世界各国に比べて許容値が低いことが読み取
れる。図中右上に位置している国々や地域は最大車両全高と最大分
節車両総重量の許容値が大きいことを意味している。従って、最大
車両全長と最大車両総重量の場合と同様に、我が国とこれら高規格
を持つ国々との問で、輸出入コンテナ輸送が行われる際に、規格の
不整合によって問題が発生する可能性が高いと考えられる。
 しかし、輸出入コンテナが内陸を自動車輸送される場合、全長、
全高、そして車両総重量が単独で影響を及ぼすのではなく、全幅、
軸重などをも含んだ様々な要素が複合して作用すると考えられる。
そこで、結節では道路規格に関する複数の要素を取り入れて総合的
な分析を行い、多国間で輸出入コンテナを輸送する場合の、輸出入
コンテナ規格と道路規格の整合性について検討することにする。
4．4 総合規格要素によるクラスター分析
 4．2では全長や全高に関する道路規格要素と最大車両総重量の
関係を、それぞれの場合に単独で考察したが、これらの要素を総合
して評価し、各国の道路規格特性により考察する必要があると考え
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られる。そこで、本章ではコンテナ車の道路走行において規制対象
となる、全高、全幅、単車全長、分節車両全長、連結車両全長、単
軸重、タンデム軸重、そして車両総重量の8要素を用い、67の国お
よび地域をクラスター分析によって分類した。
 分析に用いるデータのうち、全高、全幅、全長の単位がメートル
（m）、軸重と車両総重量の単位がメトリック・トン（t）とそれ
ぞれ異なっている。さらに、長さに関するデータは、全幅の2．3m
から連結車両全長の24mまで約10倍の開きがあり、重量に関するデ
ータも、単軸重の8tから車両総重量の51．4tまで約6倍強の開き
がある。そこで、これらのデータの単位および規模の違いによる分
析への影響を少なくするために、式4－1によって規準化したデー
タをクラスター分析に用いた。
     x一 pt  Z＝一 （4－1）    o
ここで、 Z：基準化データ
     x：原データ
     μ：データ群の平均値
     σ：データ群の標準偏差
 クラスター分析では、最短距離法、最長距離法、メジアン法、重
心法、群平均法、そしてウォード法の6種類の方法で分析を行った。
その結果、最短距離法、メジアン法、ウォード法、群平均法ではク
ラスター間の距離に明確な差がほとんど生じず、分類することがで
きなかった。最長距離法、重心法を用いた場合には、クラスター間
の距離に明確な差が生じ、67の国および地域は、最長距離法では9
グループ、重心法では7グループに分類することができた。さらに、
この2種類の方法によって行った分類結果と、前節で行った道路規
格要素による基礎分析結果、および2章で述べた輸出入コンテナの
自動車による輸送の現状とを合せて評価した結果、最も現状を反映
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している最長距離法を採用し、樹形図を作成した。
4．5 クラスター分析による分析結果
 最長距離法による樹形図をもとにした、分類の結果を表4－2に
示す。67の国および地域はクラスター分析の結果、それぞれ特徴を
持った、次の9グループに分類することができた。
 ①高規格国益：このグループに分類されたアメリカ、カナダ、
スウェーデン、そしてクウェートの道路規格要素のグループ内平均
値は、単軸重を除く7要素の全てが67ヶ国全体の平均値を超えてい
る。特に全長に関する3要素（単車全長、分節車両全長、連結車両
全長）のグループ内平均値は、67ヶ国全体の平均値を100％とした
時、それぞれ142％、140％、133％と大きく平均値を上回っている。
従って、これらの国々ではコンテナ車や大型車両に対する規制が緩
いと判断できる。また、道路規格8要素のうち、最大車両総重量が
不明なためにクラスター分析に加えることができなかったオrスト
ラリアは、表4－1に示した道路規格要素と併せて判断すると、こ
のグループに分類できると考えられる。
 ②低規格国喪：このグループにはアジア諸国の多くが分類され、
①のグループとは対照的にこれらの国々の道路規格要素は、8要素
すべてのグループ内平均値がそれぞれ、67ヶ国全体の平均値を大き
く下回っている。特に分節車両全長、連結車両全長、タンデム軸重、
そして車両総重量のグループ内平均値は、67ヶ国全体の平均値を
100％とした時に、それぞれ78％、63％、45％、60％となっており、
全体の平均値を大きく下回っている。従って、これらの国々ではコ
ンテナ車や大型車両に対する規制が最も厳しいと判断できる。日本
はこの低規格国群に分類され、4．2～4．3で行った基礎分析の
結果と併せて考えると、日本の道路規格はコンテナ車に対して十分
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な規格であるとは言い難い。
 ③ 連結車両不許可国群：このグループに分類されたボリビアと
香港は、連結車両の道路通行が許可されていない点を除けば、他の
7要素のグループ内平均値は、67ヶ国全体の平均値を100％とした
時に87％～119％となっており、これらの要素は全体の平均値に対
して目立った相違はないことがわかる。
 ④タンデム軸不許可国群：このグループには旧ソビエト、シリ
ア、モロッコが分類され、これらの国々の道路規格も③のグループ
の場合と同様に、タンデム軸が許可されない点を除けば、他の7要
素のグループ内平均値は、67ヶ国全体の平均値を100％とした時に
96％～113％となっており、これらの要素は全体の平均値に対して
目立った相違はないことがわかる。
 ⑤ 全高・タンデム軸重・総重量高規格国：分類国中でただ一国
のみ単独で分類されたインドは、67ヶ国全体の平均値に比べて全高
が20％、タンデム軸重が16％、車両総重量が12％上回っている。そ
れにもかかわらず、残りの5要素は全体の平均値とほぼ一致してい
るという点で、他のあらゆるグループの持つ特徴とは異なった傾向
を示している。
 ⑥ 軽単軸重・大総重量・連結車両全長突出国群：このグループ
に分類された国々の道路規格は、単軸重の平均値が低いにもかかわ
らず、車両総重量のグループ内平均値が67ヶ国全体の平均値よりも
大きな値を示している。また、連結車両全長のグループ内平均値は
全体の平均値に対して、15％突出している。しかし、残りの5要素
のグループ内平均値は、全体の平均値並みの値を示している。さら
に、アジア地域では低規格国群に分類されている国々が多い中で、
唯一、台湾がこのグループに分類されていることが特筆できる。
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 ⑦ 欧州規格血紅：このグループには22ヶ国が分類され、その内
の14ヶ国が欧州大陸に位置し、さらにそのうちの7ヶ国がECに加
盟している。このグループに分類された国々の道路規格のグループ
内平均値は、全体の平均値とほぼ一致していることから考えて、分
類した9グループ中でも標準的な道路規格を持っていると判断でき
る。また、車両総重量が不明なため、クラスター分析に加えること
ができなかったニュージーランドは、表4－1に示した道路規格要
素と併せて判断すると、こ．のグループに分類できると考えちれる。
 ⑧ 中東規格国群：このグループに分類された国々のうちの半数
が、サウジアラビア、イランなどの中東地域の国々で占められてい
る。このグループの道路規格要素のグループ内平均値のうち、単軸
重とタンデム軸重のグループ内平均値が、全体の平均値よりもそれ
ぞれ24％、23％上回っていることが特徴となっている。
 ⑨ 軽量規格国命：このグループの道路規格は8要素のうち、車
両総重量のグループ内平均値だけが、低規格前群を除くどのグルー
プの平均値と比べても低い値を示しており、全体の平均値と比較し
た場合には約20％下回っている。残りの7要素のグループ内平均値
は、ほぼ全体の平均値と同様な値を示していることがわかる。また、
このグループの特徴として、先進国ではイギリスとスイスのみが分
類されていることが特筆される。
 クラスター分析によって、複数の道路規格要素を取り入れて総合
要素分析を行った結果、67の国および地域は以上のように、それぞ
れ特徴を持った9グループ1三分類することができた。この結果と
4．2、4．3で行った基礎分析の結果をもとに、輸出入コンテナ
規格と道路規格の整合性について、次節で考察を行うことにする。
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表4－2 クラスター分析による分析結果
分類名 国・脇 変       数      名分析 全高 全幅 単車全長 分節全長 連結全長 鞭 夘デ煽駐 慰高謙 平均 4．23m 2．80随 16．7齪 22．〔㎞ 24。lm 10．2t 18．3t43．7t亥客圭二鉱アメリカ、カナダ
腱 0．23 0．37 4．894．02 2．Z7 0．39 1．47 5．㏄
響 シンがホ●→レ、日本、韓国、インドネシア、マレーシアジャマイカ、ガーナ 平均 3．40n 2．47猷 10．6m 12．3m 11．4凱 8．9t 7．Ot22．6t腱 0．21 0．07 1．14 0．98 5．06 1．74 7．05 4．38
轡 ボリビア、X 平均 4．加 2．舳 10．5蹴 15．？唾 0．伽 9．Ot 16．Ot 44．7t腱 0．4 0．0 0．5 0．35 0．0 1．0 4．0 6．7
自画鴎 シリア、モロッコ、
激¥ビエト 鞠 3．93m 2．5m 11．3m 16．3m ⑳．伽 1L7t0．Ot 36。3t
腱 0．09 0．0 0．47 2．脇 2．83 1．25 0．0 1．ゐ
襟蟹 平均 4．8皿 2．7m 1L㎞ 16．【h 18．舳 10．2t 18．Ot 42。Otインド 腱 一  一  一  一 一 一 鞘 一 一 一  一 一 一  一  一  一 一 一 嗣 葡 一 礁 蝉 一 一一 禰 鞠 ロ 一 一 一
議議 平均 4．13m 2．51皿 12．〔㎞ 16．9n 20．8紐 9．4t 15。4t 39．9t南｝ワリカ、台湾、刀力rメキシコ、コスタ励、フ“ラジルv肋“リア、ホ。一ランド、 腱 0．22 0．03 0．70 0．76 1．36 0．82 2．312．43
平均 4。〔h 2．51m11．7髄 15。4m 19．1m10．2t 17．6t 40．2t
酬猫
ポルトガル、ドィッ、オランダ、デンマーク、ベルギー、ギリシャ、
eランド、フィンランド、
Iーストリア、アイ；粉ド、
`訪劒ドキア、ハンガリー、ルーマニア、トルコ、
J誘拐銑ケニア、ペルー、ウルグアイ、エクアドル 穫 o．09 0．03 0．47 0．㎝ 1．駈 0．39 2．12 4．08
平均 4．06a 2．54m 11．6m 15．9n 19．2m12．9t 19．1t 40。8t中東
J略 朧 0．09 0．05 0．64 0．79 2．02 0．45L95 3．62
平均 4．15臨 2．50賢11．4齪・14．馳 17．？h 9．5t 15．8t30．3t懇 タンザニア、ザイール、激?[ゴスラビア、Wブラルタル、スイス、Cギリス㍉フィリピン、バーレーン 籐 0．19 0．0 0．70 1．49 2．15 1．19 2．35 3．76
平均 4．01m 2．53m 11。8m15．7■n 18．1㎝ 10．4t 15．5t 37．5t
全ての国および地域
礫 0．四 0．13 1．88 2．43 4．88 1．58 5．㎝． 7．鈴
翻募漏韻自駒『1議灘を剥。
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4．6 多国間輸送における規格の整合性に関する考察
 これまでの分析によって、世界を流通しているISO規格輸出入
コンテナの規格の種類は限られているにもかかわらず、世界各国が
様々に異なった道路規格を持っていることが明らかになった。従っ
て、現在のISOによる輸出入コンテナ規格は、必ずしも世界各国
の道路規格に十分に適合しているとは言い難く、何らかの方法によ
って、輸出入コンテナ規格と各国道路規格の整合性の問題をクリア
する必要があると考え一られる。これまでの4章で行った分析の結果
と、1章、2章で示した輸出入コンテナ輸送の現状および問題を併
せて考察すると、問題解決には次の2つの基本的な方法が挙げられ
る。
（1） 全世界標準規格の施行
 第1の方法は、全世界標準規格を唯一施行して、普及させること
である。この方法は、現在のISOによる規格の統一、普及どいう
一連の活動と合致している。この場合の長所としては、単一の輸出
入コンテナ規格が認められれば、各国への輸出入コンテナの出入国
に関する制度上の問題はクリアされることが挙げられる。しかし短
所として、それまで存在していたその国の道路規格から外れている
ことによる外部不経済発生の恐れや、どのグループの水準を標準規
格に採用するかを決定する場合に、各国の利害対立が発生する恐れ
がある。
 本章の分析では、欧州規格国群に分類された22ヶ国の道路規格が、
全グループ中の平均的な値を持っており、ISO規格40ft輸出入コ
ンテナを積載したコンテナ車に対しても、車両総重量を除けば妥当
な規格であるといえる。また、22ヶ国中7ヶ国がECに加盟してい
ることから判断して、世界統一規格が制定されることになれば、
EC諸国の道路規格が有利であり、低規格国群に分類された日本や
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アジア諸国は不利になると考えられる。
（2） 複数規格の並立
 第2の方法は、複数の輸出入コンテナ規格、道路規格の並立を許
容することである。本章での分析結果から考えると、アメリカやカ
ナダなどの高規格国を基準とした高規格輸出入コンテナ、世界的に
見て平均的な規格を持つ欧州各国の規格を基準とした欧州規格輸出
入コンテナ、そして最もコンテナ車に対する規制が厳しい低規格国
を基準とした低規格輸出入コンテナ、というような3つの輸出入コ
ンテナ規格の並立が考えられる。この場合には、各国の利害対立や
外部不経済を最小限に抑えることができる。その半面、輸出入コン
テナと各国道路規格の整合性は完全とは言えず、輸出入コンテナ貨
物の港頭地区などでの積み替えが不可避となり、コンテナ輸送効率
が犠牲になることを許容しなければならないgその場合、国によっ
てコンテナ輸送効率に差が生じるならば、それを経済損失に換算し、
助成金や税制面などで優遇措置を講じて、他の規格との効率の差を
補うなどの対策が必要になると考えられる。
 本章では輸出入コンテナ規格と各国の道路規格に着目し、最大車
両全長と最大車両総重量の間の関係を分析した。また、各国の道路
規格が持つ特徴によって世界67の国、地域を9グループに分類し、
輸出入コンテナ規格と道路規格の間で、整合性が保たれていない場
合があることが明らかになった。そこで、両者の整合を図るために
（1） 全世界標準規格の施行、（2） 複数規格の並立の2っの解決
方法を示した。
 しかし、1．2．3で示した輸出入コンテナ輸送の最大の特徴で
ある、発地から仕向地までの一貫した輸送を考慮に入れると、（2）
で考察した複数：規格の並立は、輸出入コンテナ輸送の最大の利点で
ある、Door to Door Serviceという特性を失ってしまうことにな
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り、好ましい解決法とは言えなくなる。また、（1）で述べた全世界
標準規格の施行は、輸出入コンテナ輸送の海陸一貫輸送という特徴
を、一部の国や地域では外部不経済の発生なしに発揮することがで
きるが、全ての国や地域で同様な結果が期待できるわけではない。
 従って、我々の社会における輸出入コンテナ輸送の重要性を考慮
すると、輸出入コンテナ輸送の特徴を可能な限り発揮し、なおかつ
外部不経済の発生などの問題を起こさない方法を取らなければなら
ないと考えられる。輸出入コンテナ規格と道路規格の不整合によっ
て問題が発生している国は多々存在していると考えられるが、この
ような方法について考察を行う場合、問題解決にはそれぞれの国や
地域の細かい事情を把握する必要があるため、全てのケースについ
て考察を行うことは非常に困難であると考えられる。従って、本論
文では今までの研究の結果をもとに、輸出入コンテナの内陸輸送の
状況を併せて、我が国において輸出入コンテナを内陸輸送する場合
の問題を解決するための方法について、次章で考察を行うことにす
る。
【第4章の参考文献】
4一 1）
4－2）
4 一一 3）
4－4）
鎌田、 「海上コンテナ専用車両の大型化問題」、コンテ
ナリゼーション、No．255、 P．24～P．31、1993年5月、
（社）日本海上コンテナ協会
平坂、 「道路審議会の中間答申についての問題点」、コ
ンテナリゼーション、No．260、 P．36～P．47、1993年12月、
（社）日本海上コンテナ協会
（社）日本海上コンテナ協会、 rFuture Con七ainer調査研
究報告書」、P．187、 P．189～P．196、（財）近藤記念海事財
団、1993年3月
Integrated Concept on Vehicle Dimensions， Commis－
sion of The European Communities，1990年5月
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第5章 輸出入コンテナの内陸輸送における
           道路輸送の限界と鉄道への代替の可能性
5．1 輸出入コンテナの道路輸送の限界
 これまで、1．2。4で輸出入コンテナ輸送の重要性を、そして、
第2章では輸出入コンテナの内陸輸送における諸問題を明示した。
これらで詳述したように、我々の生活において輸出入コンテナ輸送
は非常に重要であるにもかかわらず、その実際の輸送活動では様々
な問題が発生している。そこで、本節ではこれらの問題点を整理し
て、現在行われている自動車による輸出入コンテナの内陸輸送が、
その能力の限界に達していることについて考察を行うことにする。
5．1．1 道路規格から見た自動車による
              輸出入コンテナ輸送の限界
 2．2．1で道路交通関連法規とコンテナ車の車両寸法、車両総
重量との不整合による問題を明らかにした。さらに、第3章、第4
章からも輸出入コンテナ規格と我が国の道路規格の間に、整合性が
保たれていないことが明らかになった。ここで再び、表5－1に我
が国の道路規格値、及びアメリカ、フランスの道路規格値とコンテ
ナ車の車両諸元値を整理したものを示す。この表から明らかなよう
に、我が国の道路規格値では、ISO規格40f七輸出入コンテナを積
載したコンテナ車に対して、車両寸法および車両総重量ともに、十
分対応しているとは言えないことが明らかである。
 現在の道路交通関連法規が、コンテナ車に十分に対応していない
ということは、既存の道路交通施設がコンテナ車に対して完全に対
応していないということがいえる。しかし、昭和46／1971年の湾岸
道路の建設以後に建設された高速自動車国道は、1964年から使用さ
れてきた、設計荷重を20tとするTL20荷重計算法に代り、車両総
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表5－1 道路規格規制値とコンテナ積載車規格値の比較5－1）’5－2）
    諸元
?ﾚ
車両全高
@（m）
車両全幅
@（m）
分節車
S長（m）
車両総
d量（t）
高さ8ft 6 inの
S0ftユンテナ積載車
3．79 2．5 16．4 約41
i最大）
高さ9ft 6 inの
S0f七コンテナ積載車
4．1 2．5 16．4 約41
i最大）
我が国の道路
K格最大値
3．8 2．5 12．0叱 20．0
コンテナ車に対
ｷる我が国の道
H規格特認値
Hi－Cube
Rンテナ
ﾊ行特認
16．5
高速自動
ﾔ道のみ
R4．0
アメリカの道路
K格最大値
4．42 2．74 24．4 36．3
フランスの道路
K格最大値
4．0 2．5 15．5 38．0
重量43tの4馬車、5軸車をモデルとしたTT43と呼ばれる荷重計
算法によって設計されているために、事実上フルロードのISO規
格40ft輸出入コンテナを積載したコンテナ車は高速自動車国道を通
行可能だと一部では心裏られている5－3）’5’‘）。だが、仮に高速自
動車国道をフルロードのISO規格40ft輸出入コンテナを積載した
コンテナ車が通行可能だとしても、そのほかの一般道では通行する
ことができないのであれば、コンテナ車が高速自動車国道を降りた
途端に、他の一般の道路を通行できないことになってしまう。従っ
て、これらから判断すると、我が国の道路は十分にコンテナ車に対
応しているとは言えないと考えられる。
 表5－2に示した我が国の
道路延長を見ると、総延長は
110万㎞に達しているが、そ
のうち、コンテナ車が問題な
く通行できる高速自動車国道
延長は僅か5，100㎞、総：延長
に占める割合では0．5％しか
整備されていない5’5）。この
ように、全国の道路網のうち、
表5－2 我が国の道路延長5噂5，
道路の種類 道路延長（㎞） 比率（％）
国道・主要道 51，596 4．6
地方道 128，782 11．6
その他の道路 934，319 83．8
合  計 1，114，697 100．0
うち高速道路
泓p延長－
5，129 0．5
補足3我が国の下路投資年額      649億ドル
ｲ査年：平成2／1990年
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コンテナ車が問題なく走行できる路線延長が、僅か0．5％では我が
国の道路規格がコンテナ車に十分対応しているとはいえないと考え
られる。しかし、コンテナ車が問題なく道路を通行できるたぬゴに、
既存道路の施設・設備を改良するには、膨大な資金を必要とし、な
おかつその事業は一朝一夕に行えるものであるとは考えられない。
 しかし、我が国における輸出入コンテナの内陸輸送は、現実にこ
のような問題を抱えつつも行なわれている。また、貿易に関わる輸
送活動は一刻の休みもなく続いており、その中で重要な役割を担っ
ている輸出入コンテナ輸送に、わずかの滞りが発生しただけでも、
我々の生活に大きな障害を与えることは容易に推察ができる。今後、
輸出入コンテナの道路輸送に関する問題を解決するための、抜本的
な改善を行わないで問題を放置しておけば、国際相互依存に大きな
比重を占める我が国にとって、国内的にも対外的にも致命傷になり
かねないと考えられる。
 ISO規格40ft輸出入コンテナを自動車で輸送する場合でも、こ
れだけの問題が発生している上に、2．2．2では、今後もさらに
輸出入コンテナのサイズが大型化し、重量化することが起り得るこ
とを明らかにした。従って、これらの事実から判断すれば、我が国
における輸出入コンテナの自動車輸送が限界に達していることは明
らかであると考えられる。
5．1．2 環境面から見た自動車による
            輸出入コンテナ輸送の限界
 コンテナ車が道路上を走行する一般の自家用車に比べ、2。2．
1で示した図2－4から、その大きさがいかに突出しているか容易
に判断できる。このようなコンテナ車は、内陸の仕向地に輸出入コ
ンテナを輸送するために都市内の道路を走行する5’6｝。その際にコ
ンテナ車が走行する道路は、1．2．3の「輸出入コンテナ輸送の
特徴」で②に分類した“輸出入コンテナが利用する一般の社会公共
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施設・設備”に分類される。従って、コンテナ車は輸出入コンテナ
輸送に直接関係のない、一般の家屋などにも接近してしまうことに
なる。その際、2．2．1で示したその巨大性から、排気ガスや騒
音、振動などの外部不経済発生の影響を、道路に隣接した一般の住
宅地などに与えてしまうことが考えられる。
 輸出入コンテナ輸送と沿道騒音発生の関連性については、渡辺の
研究5－6）において、コンテナ車の走行は、大都市臨海部における港
湾連絡型道路において顕著であり、それに伴って発生している沿道
騒音は、都市の環境に影響を及ぼしていると述べられている。また、
平成5年版「環境白書」では、大型自動車による騒音の発生、ディ
ーゼル車による大気汚染などの問題が発生していると報告されてお
り、その改善策として物流施設の適正配置による大型車の都心部へ
の乗り入れ抑制、ディーゼル車による窒素酸化物の発生の抑制など
が挙げられている。これらの大型車両、ディーゼル車にはコンテナ
車も含まれており、環境面から見ても自動車による輸出入コンテナ
輸送が限界に達していると考えられる。
 5．1．1でも述べたように、我が国の貿易活動は一刻の休みも
なく続いており、それに伴って発生する輸出入コンテナ輸送活動も
同様である。従って、輸出入コンテナの自動車による内陸輸送が、
これまでに示したような様々な理由によって限界に達していると考
えられるならば、その輸送を滞りなく行い、かつ問題をも解決する
ために、自動車輸送に代る代替輸送方法を検討しなければならない
と考えられる。そこで、次節では自動車に代る代替輸送方法の検討
を行うことにする。
5．2 輸出入コンテナの自動車輸送に代る代替輸送機関の検討
 本節では、5．1で明らかになった自動車による輸出入コンテナ
輸送の限界を踏まえて、自動車輸送の代替輸送機関について、第1
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章、第2章の輸出入コンテナ輸送の特徴や内陸輸送における問題点
も参考にして考察を行うことにする。ここでは、考察を次に挙げる
2段階に分けて行うことにする。
 第1段階は、自動車の他に輸出入コンテナを輸送することができ
ると考えられる、国内航空、内航船舶、鉄道の各輸送機関について
の一般的特性および現状から、輸出入コンテナ輸送に適しているか
どうか基礎的な考察を行う。
 第2段階は、第1段階で行った各輸送機関の一般的特性および現
状に基づいた基礎的な考察を踏まえて、輸出入コンテナ輸送に固有
の特性を比較項目として、各輸送機関の輸出入コンテナの内陸輸送
に対する適合度を考察する。
5．2．1 各内陸輸送機関の特性による比較検討
 自動車輸送に代る輸出入コンテナの代替輸送機関を検討する場合、
我が国においては次の3つの輸送機関が考えられる。
① 国内航空
② 内航船舶
③ 鉄道
 それぞれの輸送機関の場合について、その一般的特性や現状から
輸出入コンテナ輸送の可能性について検討を行うことにする。
 ①の国内航空輸送の場合、1．2．1．で示したようにN’航空機で
運べる貨物の重量は最大でも100トンである。しかし、IOOトン積載
できるボーイング747F（貨物専用機）は、国内線に就航したこともあ
るが、採算上の問題で現在は休航している。また、ボーイング747F
に積載できる輸出入コンテナの種類および個数は、寸法上の制約か
らISO規格1Cコンテナ1個が最大である。このような航空機の
頁  80
輸出入コンテナに対する輸送能力から判断して、輸出入コンテナの
自動車輸送の代替輸送機関として、航空輸送は適当でないと考えら
れるので、今回の検討の対象から外すことにする。
 ②の内航船舶による輸出入コンテナの輸送は、2．1．2の（1）
でも述べたように、我が国の場合には、国際定期コンテナ航路のフ
ィーダー輸送として、輸出入コンテナ港湾とその他の港湾間で輸送
が行われている。しかし、輸出入コンテナの内陸輸送において、内
航船舶輸送の分担率は僅かである（2．1．2の図2－2、図2－
3参照）。
 内航船舶による輸出入コンテナの輸送は、各地に輸出入コンテナ
港湾が整備されて、外航コンテナ船が寄港するようになったことな
どによって、一時は減少するかに見えた。しかし、近年では太平洋
航路を中心に、4，000TEU前後（TEU：20ft輸出入コンテナ換算個数）
積載のコンテナ船が就航し5“7）、大型船の少数寄港傾向が現われ始
めた5”8）。このような現象を反映して、昭和61年の調査によれば、
ISO規格20ft輸出入コンテナ18，197個、 ISO規格40ft輸出入コ
ンテナ23，171個が内航船舶によって輸送された5’8）。
 しかし、我が国には大型の内航船舶が航行できる、ヨーロッパの
ライン河、ドナウ河、そしてアメリカのミシシッピ川のような内陸
河川が存在しておらず、内陸都市の近傍まで直接、船舶によって輸
出入コンテナを輸送することができない。従って、内航船舶によっ
て輸出入コンテナ港湾からその他の港湾まで、輸出入コンテナが輸
送された後も、さらに内陸に仕向地が存在している場合には、港頭
地区でコンテナを開心して、貨物を小型トラックに積み替えて輸送
するか、または、何らかの輸送手段で輸出入コンテナを内陸輸送し
なければならない。このような内航船舶による輸出入コンテナ輸送
は、大都市間の幹線輸送において自動車による輸出入コンテナの輸
送量を減少させる効果は期待できるが、港湾の偏在性などもあいま
って、港湾から内陸の仕向地までの内陸輸送が再び発生してしまう
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ことになる。
 従って、自動車に代る輸出入コンテナの代替輸送機関として、抜
本的な問題の改善のための手段としては適当でないと考えられる。
 ③の鉄道による輸出入コンテナ輸送は2．1．2の（2）で述べた
ように、我が国では東京貨物ターミナルー横浜本牧間で僅かに行わ
れているだけであるが5’9）、世界的な視点で見た場合には北米やヨ
ーロッパの各国で輸送が盛んに行われている（2．1．2参照）。
 鉄道は②で述べた内航船舶によって輸出入コンテナを輸送する場
合に比べ、より内陸まで輸送することが可能であり、荷受入のもと
に輸送する場合に最終的に必要となる自動車による輸送距離も、内
航船舶を利用した時に比べて短距離で済むと考えられる。また、内
航船舶の場合に述べた港湾に比べて、鉄道の線路や貨物取扱が可能
な施設の偏在性は少ないと考えられる。さらに大量輸送機関である
ことから判断すれば①で検討した航空機による輸送に比べても、費
用、輸送量の点でより一層現実的であると考えられる。
 従って、輸送機関が持つ一般的な特性から考えれば、本項で挙げ
た輸送機関の中では、自動車による輸出入コンテナ輸送の代替輪送
方法として、鉄道による輸送が最も現実性があると考えられる。
5．2．2 輸出入コンテナ輸送の
         特性項目による各輸送機関の適合度比較
 前項では、各輸送機関が持つ一般的な特性などから、自動車に代
る輸出入コンテナの輸送機関の検討を行った。しかし、輸出入コン
テナの内陸輸送について検討する場合、それ固有の寸法や重量など
の物理的特性、荷役システムなどのハード的な特性や、各種法規へ
の適合、そして環境や労働力問題などの社会的、言い換えればソフ
ト的な特性をも、考慮に入れて検討しなければならないと考えられ
る。そこで、本項では輸出入コンテナの内陸輸送方法として、
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a．自動車輸送、b．鉄道輸送、 c．内航船舶輸送を対象とし、
輸出入コンテナ輸送に固有の特性として次に挙げる①～⑩の各項目
に対して、それぞれの輸送機関の適合度について、第1章、第2章
で明らかにした輸出入コンテナ輸送の特徴や問題点も参考にして考
察を行うことにする。
 比較対象とする輸出入コンテナ輸送の特性項目は、
（ll）
＠
＠
＠
＠
＠
＠
＠
＠
＠
輸送可能な輸出入コンテナの’寸法（ディメンジョン）
輸送可能な輸出入コンテナの重量
外航コンテナ船との結節点
端末輸送特性
輸出入コンテナの大型化、重量化に対する柔軟性
関連法規への適合
環境問題に対する適合
労働力問題、輸出入コンテナの輸送効率
輸出入コンテナの輸送距離特性
輸送施設の適合度
の10項目とする。
① 輸送可能な輸出入コンテナのディメンジョン（寸法）
a．自動車輸送の場合：特認によってISO規格1AAAハイキュ
  ーブ輸出入コンテナ（全長40f七×全高9f七6in×全幅8ft）が、
  指定経路のみで輸送可能。
b．鉄道輸送の場合：特認などを必要とせず、最大で全長45ft×全
  高9f七6in×全幅8ftの非ISO規格輸出入コンテナまで輸送
  可能。また、コキ100系でISO規格20ft輸出入コンテナを3
  個まで積載可能（②で触れる重量制限のため、3個積載の場合
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は、空コンテナに限る）5“10）s5－11）。
c．内航船舶輸送の場合：現行の内航コンテナ船のホールド構造か
  ら考えて、一般的に1AAA輸出入コンテナまで積載可能。
②輸送可能な輸出入コンテナの重量
a．自動車輸送の場合：高速自動車道でのみ、トラクター、シャシ
  一を含めて最大車両総重量34tのコンテナ車まで走行可能。
b．鉄道輸送の場合：コンテナ貨車1台あたりの最大積載重量は、
  コキloO系の場合で40．5t、コキ70形式の場合で40．6tである。
  従って、r最大総重量が30．5t（30，480㎏）のコンテナ1個まで
  は問題なく積載できるが、最大総重量が24tであるフルロード
  のISO規格20f七コンテナを2個（合計で48t）積載すること
  は不可能。ただし、重量比で積載効率が83％以内の場合、つま
  り1個あたりの総重量が20t以内であり、なおかつコンテナ貨
  車上で積載バランスが保たれる場合には2個まで積載可能。
c．内航船舶輸送の場合：外航コンテナ船で輸送可能な重量に準ず
  ると考えられる。
③外航コンテナ船との結節点
a．自動車輸送の場合：輸出入コンテナ港湾の埠頭・港頭地区に概
  ね整備済み。
b．鉄道輸送の場合：輸出入コンテナ輸送用結節点の整備は、ほと
  んど行われていない。
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c．内航船舶輸送の場合：輸出入コンテナ港湾では既存の施設が使
  用可能であり、輸出入コンテナ荷役設備を持たない港湾では、
  フィーダー輸送用内航船が装備しているガントリークレーンを
  使用する。
④ 端末輸送特性
a．自動車老心の場合：自動車輸送の特性により、DOOR TO DOOR
  輸送の特性が発揮できる。
b．鉄道輸送の場合：貨物取扱駅から荷受人まで、また荷送人のも
  とから貨物取扱書までの輸送は自動車輸送に依存する。また、
  自動車輸送が不可能な重量のISO規格輸出入コンテナや、非
  ISO規格輸出入コンテナについては、荷受人の最近傍の貨物
  取扱駅構内で開梱の上、自動車により荷受人の元まで輸送する
  ことになる。輸出の場合は、荷送人の元から最近傍の貨物取扱
  駅まで一般のトラックで輸送し、コンテナに詰めることになる。
  また、一定で大量の輸送需要が期待できるような大口の荷主、
  荷受人の場合には、専用の引込線の敷設が可能である。
c．内航船舶輸送の場合：内航船の寄港地と内陸の荷送人または荷
  受入までの輸送は、自動車輸送などの内陸輸送機関に依存する。
⑤輸出入コンテナの大型化、重量化に対する柔軟性
a．自動車輸送の場合：現行の道路交通関連法規では、輸出入コン
  テナの大型化、重量化に対して柔軟な対応は困難である。
b．鉄道輸送の場合；現存するコンテナ貨車で寸法的には非ISO
  規格45f七輸出入コンテナまで、重量的には40．6tまで積載可能
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  である。
c．内航船舶輸送の場合：輸出入コンテナを船舶で輸送する場合は、
  自動車の場合の道路や鉄道の場合の線路などと比べると、輸出
  入コンテナ輸送以外の一般の輸送活動と共用する施設が少ない
  ので、船舶と荷役機械の改良のみで比較的容易に対処できると
  考えられる。
 ⑥関連法規、規格への適合
a．自動車輸送の場合：現行の道路交通関連法規、規格では輸出入
  コンテナ輸送への対応は不十分である。
b．鉄道輸送の場合：現行の規格で非ISO45ft輸出入コンテナま
  で、容易に輸送可能である。
c．内航船舶輸送の場合：現行の規格で輸出入コンテナの重量に対
  しては、容易に対応可能である。
 ⑦ 環：境問題に対する適合
a．自動車輸送の場合：大気汚染、騒音、振動問題などを多分に内
  遣している。
b．鉄道輸送の場合：瀬戸大橋線や津軽海峡線など一部の幹線や、
  名古屋貨物ターミナル駅などの貨物駅で、夜間の走行や操車作
  業による騒音、振動などの悶題が顕在化してきている。
c．内航船舶輸送の場合：大気汚染、騒音、振動問題などは、自動
  車や鉄道の場合に比べて問題が少ないと考えられる。
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⑧労働力、輸出入コンテナの輸送効率
a．自動車輸送の場合：コンテナ車1台で輸送できるのは、ISO
  規格40ft輸出入コンテナが最大であり、労働生産性、輸送効率
  が低い。
b．鉄道輸送の場合：1輔あたり40．5七の最大積載重量を積載した
  場合に、現行の鉄道施設で組成できる最長のコンテナ貨車22輔
  による列車編成で、1列車あたり22FEU（Forty Equivalent
  Uni七）のコンテナが輸送可能である5“12）。
c．内航船舶輸送の場合：現在、輸出入コンテナのフィーダー輸送
  で就航している内航コンテナ船では、100～180TEU積み規模の
  ものが見られる5－13）。
⑨ 輸出入コンテナの輸送距離特性
a．自動車輸送の場合：輸出入コンテナ港湾から100㎞以内に全輸
  送量の約90％が集中5“14）している。
b．鉄道輸送の場合：現在は、鉄道による輸出入コンテナ輸送は、
  東京貨物ターミナルー横浜本牧駅間（約40㎞）5“12）で行われ
  ているのみ。昭和43／1968年から神戸港一北九州間（約600㎞）
  などで輸出入コンテナの鉄道輸送が行われていたが．’昭和46年
  の287万tをピークに昭和53年には輸送が中止された5’15）。
c．内航船舶輸送の場合：阪神一九州間（約600㎞）、阪神一広島
・防府間（約500㎞）等で輸出入コンテナの輸送が行われている5’一16｝。
  我が国の内航船舶による輸出入コンテナ全輸送量（TEUベース）
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に占める比率は、それぞれ41％、32％となっている。また、最
長は京浜一北海道間で約1，100㎞の輸送距離となっており、そ
のシェアは7％となっている5－16）。
⑩ 輸送施設の適合度
a．自動車輸送の場合：今後、輸出入コンテナが大型化、重量化し
  た場合、自動車輸送に関わる既存の道路施設では大幅な施設改
  良の必要があり、輸出入コンテナの大型化、重量化には適合し
  にくいと考えられる。
b．鉄道輸送の場合：既存の試作貨車コキ70形式コンテナ貨車によ
  り、現行の鉄道輸送施設のままで、非ISO規格45ft輸出入コ
  ンテナの輸送が可能であり、大規模な施設の改良を必要とはし
  ない。しかし、各貨物取扱駅での荷役においては、現行のトッ
  プリフターやフォークリフトなどでは、最大荷重20七までしか
  対応できないため、輸出入コンテナの荷役のために新たなトッ
  プリフターやトランステナーの導入が必要である。また、内陸
  の貨物取扱駅で輸出入コンテナ貨物を取り扱うためには、
  CFSなどの輸出入コンテナ輸送に固有の施設を整備しなけれ
  ばならない。
c．内航船舶輸送の場合：輸出入コンテナの大型化に合せて、内航
  コンテナ船のホールドの拡張などの整備が新たに必要となる。
  既存の港湾などにおいては道路施設の改修の場合に比べて軽微
  ではあるが、ISOシリーズ2輸出入コンテナが導入された場
  合には、荷役機械の改修が必要になると考えられている。
 以上①～⑩において輸出入コンテナ輸送に固有の特性に基づいた
考察を、各内陸輸送機関ごとに分けて行った。この結果を表5－3
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表5－3 輸出入コンテナ内陸輸送機関適合表
車地送機関名比 較 項 目 自動車 鉄 道 内航船舶
①寸法の許容度 × ◎ ○②重量の許容度 × ◎ ◎③結節点の整備 ◎ × ○④端末輸送 ◎ × ×⑤コンテナ大型
@化への適合度
× ◎ ○
⑥現行法規との
@適合度
× ◎ ◎
⑦環境問題への
K合度 X ○ ○
⑧輸出入コンテ
@ナの輸送効率
× ○ ◎
⑨輸送距離特性 短 中・長 中・長
⑩既存インフラ
@の適合レベル
× ○ ○
注：既存の施設を
  大規模な改良なしで活用できる場合→◎
  軽微な改良で活用できる場合   →○
  抜本的な改良を施す必要がある場合→×
にまとめた上で示すことにする。畠中の◎、○、×は、
察による結果から次の基準により使用した。
①～⑩の考
 ◎：既存の施設・設備および法規・規格などを大規模な改良なし
で、そのまま十分に輸出入コンテナの内陸輸送に対応または適合で
きる場合。
 ○：既存の施設・設備および法規・規格などを軽微な改良を施す
ことによって、輸出入コンテナの内陸輸送に対応または適合できる
場合。
 ×：既存の施設・設備および法規・規格などに抜本的な改良を施
さなければ、輸出入コンテナの内陸輸送に対応または適合できない
場合。
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 この表から考察した①～⑩の10項目のうち、上記の◎○×という
評価で歯並が評価できない輸送距離特性を除いた9項目に対する評
価の記号を見ると、自動車輸送の場合には◎が2個、○が0個、×
が7個、鉄道輸送の場合には◎が4個、○が3個、×が2個、そし
て内航船舶輸送の場合には◎が3個、○が5個、xが1個となって
いる。
 これらの結果と5．2．1における結果と合せて、輸出入コンテ
ナの自動車による内陸輸送の代替輸送機関として検討する場合、鉄
道輸送が最も現実性があり適していると考えられる。そこで、次節
では鉄道による輸出入コンテナ輸送の可能性を考察することにする。
5．3 輸出入コンテナ鉄道輸送の可能性
 前節での考察で鉄道による輸出入コンテナ輸送が、他の内陸輸送
機関に比べて現実性があり適しているという結論が得られた。この
結果を受けて、本節では鉄道輸送に的を絞り、主として規格の整合
性という観点から、輸出入コンテナの鉄道輸送の可能性について検
討することにする。  ’
 4．5で示したクラスター分析の結果（表4－2参照）から、欧
州規格国群に分類された国々の道路規格は、グループ内平均値が全
体の平均値とほぼ一致しており、世界的に見ても平均的な道路規格
を持っており、また、我が国の道路規格と比べても高規格であるこ
とがわかった。なおかつ輸出入コンテナ輸送に対しても、道路規格
のグループ内平均値（表4－2参照）と、表5－1に示したコンテ
ナ車の規格と併せて考えると、我が国の道路規格に比べて輸出入コ
ンテナ輸送に対する適応度が高いことがわかった。この事実に留意
した上で、欧州規格国命に分類された22．ヶ国のうち、ECに加盟し
ている7ヶ国に着目すると、それらの国々では道路規格が我が国の
ものよりも高規格であるにもかかわらず、鉄道による大型コンテナ
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の輸送が盛んに行われている。また、全貨物輸送に占める、自動車、
内航舶舶、そして鉄道の各シェアを図5－1に示す。これらから、
EC各国は我が国の道路規格よりも高規格であるにもかかわらず、
鉄道による貨物輸送ゐシェアが我が国と比べて高いことが読み取れ、
鉄道による貨物輸送が盛んに行なわれていることが判る。
 そこで、EC加盟12ヶ国で1年間に国際輸送された大型コンテナ
の個数を調査し、表5－4に示す。この表から、ドイツでは年間で
国際間で35万個弱、国内で55万個の大型コンテナが鉄道によって輸
送されてy）ることが読み取れる。一方我が国の場合では．一平成元年
ではISO規格20ft輸出入コンテナが約2千個、輸送されたに過ぎ
ない。
 ここで、各国の鉄道の輸出入コンテナ輸送に対する規格的な適合
度を知るために、我が国のJRと欧州のイギリス、ドイツ、フラン
スの各国鉄の車輔限界図を図5－2に示す。車輻限界とは線路の上
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表5－4 EC加盟各国における鉄道による大形コンテナの輸送実績胴7）
国 名 ドイツ フランス イタリア オランダ ベルギー ルクセンブルク
輸送個数 898，790 364，668638，087 186，800250，5132，808
総トン数
i1000トン）
11．7952） 6，45112，473 3，392 4，595 60
平均重量 13．1t2）17．7七 19．5七18．2t18．3t 21，4t
国 名 イギリス アイルランド デンマーク ギリシャ スペイン ポルトガル
輸送個数 583，4264，00051，982 8，5032 4，11312，149
総トン数
i1000トン）
7，856 1，136 774 168 3，682 276
平均重量 13．5t 17．8t25．〇七 19．8t 18．Ot 22．7t
注1）：これらのデータは全長が20ft以上のコンテナについて調査され
  たもので、サイズ別に集計されたものではない。
注2）：輸送容器の重量は含まず。
注3）：1990年調査
を走行する車輔が、線路際の構造物や架線などに接触することなく、
安全に走行することができる車輌の最大断面寸法を規定したもので
ある。この図に示された曲線内に車輌が収まれば、走行に支障がで
ないようになっている。これらの事柄を踏まえて図5－2を見ると、
我が国のJR貨物（丁丁の略号：JRF）と、ヨーロッパのドイツ
国鉄（丁丁の略号：DB）、フランス国鉄（図注の略号：SNCF）
、そしてイギリス国鉄（図注の略号：BR）の車輔限界を比べると、
どの鉄道でも全高9f七6inの輸出入コンテナまで、輸送が可能な断
面が確保されていることがわかる。
 これらの事実から判断すると、道路規格が我が国よりも高規格で
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表5－5 鉄道輸送可能な輸出入コンテナのサイズと重量s“’O） ’5’1 1）
    車輌
Tイズ
コキ100系
Rンテナ貨車
コキ70形式
Rンテナ貨車
我が国の
ｻ行道路規格
積載可能な
Rンテナの長さ
ISO規格40ft
i12．2m）まで可
非ISO規格45f七
i13．7m）まで可
特認でISO規格
S0f七コンテナまで可
積載可能な
Rンテナの高さ
8f七6in
i2．6m）まで可
9ft 6 in
i2．9m）まで可
8f七6in（特認
ﾅ9ft 6 in可）
積載可能な
Rンテナの重量
最大
S0．5t
最大
S0．6t
20t（特認で34t
ﾜで可）注D
注1：子中の値は車両重量を含んだ最大総重量を示す。従って、コ
  ンテナの重量はこの値から車両重量を差し引いた値となる。
ある国々で、大型コンテナの鉄道輸送が盛んに行われており、それ
らの国々の鉄道と我が国の鉄道の車輔限界のどちらも大型コンテナ
の輸送が可能であることから、我が国でも鉄道による輸出入コンテ
ナ輸送は技術的に可能であると判断できる。さらに、我が国のJR
貨物の現有貨車で輸送することができる輸出入コンテナのサイズと、
我が国の道路規格によって輸送できる輸出入コンテナの最大諸元値
を表5－5に示す。この表から、我が国の道路上を輸送することが
不可、または特認を必要とするサイズ、重量の輸出入コンテナが、
鉄道を利用すれば既存の法規、規格のままで輸送可能であることが
わかり、この事実は注目に値する。
 従って、輸出入コンテナの自動車輸送に関する問題を解決するた
めに、道路施設などに抜本的な改善を加えることが出来なければ、
問題を回避するための手段として、輸出入コンテナ規格との間で整
合性が保たれている鉄道を利用すべきではないだろうか。
5．4 輸出入コンテナ鉄道輸送の問題点
 前節では翰出入コンテナ規格と鉄道の規格の間で、整合性が保た
れているという観点から、輸出入コンテナの内陸輸送における鉄道
輸送の可能性について考察を行った。しかし、規格的に整合性が保
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たれており、一見して問題がなさそうに見える鉄道による輸出入コ
ンテナ輸送にも、改善しなければならない点が存在している。そこ
で、本節では鉄道による輸出入コンテナ輸送の問題点を明らかにす
ることにする。
 鉄道によって輸出入コンテナ輸送を行う場合の問題として、大き
く分けて次の2つが挙げられる。第1の問題点は、我が国では外航
コンテナ船（輸出入コンテナ港湾）と鉄道の結節施設が、現状では
ほとんど整備されていないことである。第2の問題点は、内陸に存
在している鉄道貨物ターミナルが、輸出入コンテナ輸送を全く考慮
に入れずに整備されていることである。そこで、次に2つの問題点
それぞれの場合について、考察を加えることにする。
（1） 鉄道と外航コンテナ船との結節点の不備
 現在、輸出入コンテナの輸送に用いられている主な輸出入コンテ
ナ港湾は、全国に12ヶ所存在しているが、これらの輸出入コンテナ
港湾のうちで、コンテナ船の船側や輸出入コンテナターミナル内で、
鉄道との問で輸出入コンテナの荷役を行える港湾は全く存在してい
ない。しかし、世界的な観点で見ると、章末に挙げた別添資料に示
したように、鉄道施設を持った輸出入コンテナ港湾が、いかに多い
かということがわかる。アメリカではコンテナ船の船側のガントリ
ークレーン直下にDSTが入線して、直接荷役が行えるような輸出
入コンテナ港湾が数多く存在している。また、同じく別添資料から
ヨーロッパでも、ドイツ、フランス、オランダ、イタリアなどに数
多く存在していることが判る。さらに、南アフリカやナイジェリア、
そしてサウジアラビアなどにおいても、港湾内に鉄道施設を持った
輸出入コンテナ港湾が存在している。
 これらの現状から、我が国のような国際貿易に大きく依存する経
済大国で、かつ輸出入コンテナ輸送が重要な役割を果たしている国
に、鉄道施設を持った輸出入コンテナ港湾が存在していないのは、
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写真5－1 オークランドのAPC専用輸出入コンテナバース
エプロン上の黄色い線のように見えるのが、空車のDST
APCのバースは、オン・ドック式であることが判る。
 アメリカ合衆国・オークランド
    1993年11月 撮影：筆者
いかにも不自然であると考えられる。
 また、必ずしもこれらの鉄道と外航コンテナ船との結節点は、コ
ンテナ船の船側やターミナル内に建設する必要はなく、この両者が
公道やコンテナ車の走行のために特別に整備された専用道で結ばれ
ていればよい。ただし、公道で両施設を結節する場合には、その部
分の公道だけは、輸出入コンテナの自動車による横持ちが可能なよ
うに改修する必要がある。アメリカではこれらの結節の方式の違い
によって、
①オン・ドック（On Dock）方式
②ニア・ドック（Near Dock）方式
③ オフ・ドック（Off Dock）方式
一一』一一一一u一一一一一』一一「「一一一 了一一一一 一一一’一P一一一一．’一』一T”’．@ T一．一一一一「一  「「一一一一一一一一．P』T’一”一L’一一一T一一一rm「「一一一一一『
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と区別している。
 ①の方式は、コンテナ船の着岸する埠頭に直接、鉄道の線路が引
き込まれており、ガントリークレーンの真下にDSTが入線して荷
役を行うものである。
 ②の方式の場合は、①の場合のようにコンテナ船が着岸する埠頭
には線路が引き込まれていないが、公道や専用道を介して、コンテ
ナ車によって鉄道ターミナルまで移送する方式をいう。
 ③の方式の場合は、コンテナ船が着岸した埠頭と鉄道ターミナル
が②の場合よりも遠く離れていて、公道を介さずには移送できない
方式をいう。
 我が国の横浜本牧駅は③のタイプに属している。従って、輸出入
コンテナのサイズや重量が道路交通関連法規よる規制値を超過して
いるために、鉄道でそれらの輸出入コンテナを輸送する場合にも、
積み替えの際に公道をコンテナ車が通行するために、抜本的な問題
の解決にはならない。従って、輸出入コンテナ規格と道路規格の不
整合による自動車輸送の問題を解決するためには、鉄道の線路を外
貿コンテナ埠頭の内部まで引き込むことが必要であると考えられる。
このような改良を施すには、横浜本牧の場合に行われた調査による
と、延長が必要な線路の長さは約3㎞で、用地買収費を含むその建
設費は平成3年度の調査で約60億円（用地買収費を含む1㎞あたり
の建設費は約20億円）と試算されている5－21）。この場合の投資額
も、平成2／1990年の我が国の道路投資年額約7兆7，000億円 （649
億ドルを1ドル120円として換算）5－5）に比べれば、僅かな額であ
ると考えられる。
（2） 鉄道貨物ターミナルにおける
           輸出入コンテナ用施設の不備
 輸出入コンテナ輸送を行うには、1．2．3の「輸出入コンテナ
輸送の特徴」の中で示したような、数多くの施設・設備が必要であ
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る。鉄道により輸出入コンテナの内陸輸送を行う場合、発駅と着駅
のうちのどちらか一方は輸出入コンテナ港湾内、または隣接地区に
位置しており、残りの一方は内陸に位置することが多いと想定でき
る。本節の（1）で示したように、我が国に存在している12ヶ所の輸
出入コンテナ港湾には、輸出入コンテナ輸送に使用することが出来
る鉄道施設は、現在のところ存在していない。従って、鉄道側で必
要となる輸出入コンテナ用施設の整備については、（1）で示した輸
出入コンテナ埠頭まで線路を引き込むことが前提となる。しかし、
コンテナ船と鉄道コンテナ貨車間での輸出入コンテナの積み替えを、
ニア・ドック方式やオフ・ドック方式で行う場合には、CFSやコ
ンテナヤードなどの諸施設は、輸出入コンテナ港湾に存在している
既設のものを使用できると考えられる。
 一方、内陸の鉄道貨物ターミナルで輸出入コンテナの取扱を行う
場合に必要となる、輸出入コンテナ輸送に固有の施設は現在のとこ
ろ、全く整備されていない。鉄道による輸出入コンテナ輸送を本格
的に行うには、これらの設備を新たに整備する必要がある。新たに
必要となる設備には、JR貨物が現在使用している国内輸送用のコ
ンテナよりも重量が約10t～20t程度重い、輸出入コンテナの荷役
用に、トップリフターなどの荷役機械や、小口貨物用のCFSや輸
出入コンテナを一時保管するためのコンテナヤードなどが新たに必
要になる。
 これらの設備のうち、トップリフターの価格は平成3年度の調査
で約7，000万円と試算されており5－21）、平成4年5月に筆者が神奈
川臨海鉄道に行ったヒアリング調査では、タンクローリー・ピギー
バック輸送用のリーチスタッカーと呼ばれている大型荷役機械の場
合の価格は約1億円であった。しかし、JR貨物では平成元年以降
に、国内コンテナの荷役用に新たに導入しているトップリフターに
は、将来のISO規格20ft輸出入コンテナの取り扱いを想定して、
最大吊り上げ荷重が24tのものを選定している5－12）。従って、鉄
道貨物ターミナルの荷役機械については、ISO規格20f七輸出入コ
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ンテナの荷役を行う場合には、大きな問題はないと考えられる。
 また、小口貨物用のCFSや輸出入コンテナを一時保管するため
のコンテナヤードは、既存の鉄道貨物ターミナルのコンテナホーム
や遊休地、そして多くの国内コンテナ取扱駅に備えられている通運
用施設、コンテナ貨物荷捌き施設の一部や、主要拠点駅に建設され
ている“エフ・プラザ”と呼ばれる複合物流施設の一部を利用する
ことなどによって対応できると考えられる。将来、鉄道による輸出
入コンテナの取扱量が増加した場合には、専用の施設を新たな投資
によって整備することが適当であると考えられる。
 本節（1）、（2）で考察したように、鉄道を利用して輸出入コンテ
ナの内陸輪送を行う場合にも、解決しなければならない幾つかの出
題が存在している。しかし、これらの問題さえ解決すれば、全国を
網羅している鉄道路線の多くを、輸出入コンテナの内陸輸送に利用
できると考えられる。これらの問題を解決するために（1）、（2）で
指摘した、鉄道による輸出入コンテナ輸送のための施設整備に必要
となる投資は、路線延長工事、新線建設を行う場合に、国内で最も
地価が高額である首都圏の横浜本牧埠頭の場合で、1㎞あたり約20
億円であること5’18）、そして、内陸の貨物駅では既存の施設を利
用可能であり、新たに必要となる荷役規模に合わせた数台のトップ
リフターに対する投資と合わせれば、数億～10億円程度と考えられ
る。数箇所の拠点を同時に整備する場合でも、数百億円程度の投資
で済み、約7兆7，000億円も投資されている道路投資額に比べれば
微々たるものである。従って、これだけ高額の資金を道路に投資し
ても、輸出入コンテナの自動車輸送に関する問題の抜本的な改善が
行えないのならば、このうちの僅かでも輸出入コンテナ輸送を可能
にするために、鉄道に対して投資しても良いのではないだろうか。
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【別添資料】
世界の鉄道引込線を持つコンテナ港湾一覧
カ ナ：ダ
eSaint John
 ’ BrunterB RodRey Container Terminal
 鉄道輸送設備：カナディアン・パシフィック鉄道が、デイリーサ
 ービスを提供。
 カナディアン・ナショナル鉄道も輸送サービスを提供。
●Fraser Por七
 ． Fraser Surrey Terminal
 鉄道輸送設備：カナディアン・ナショナル鉄道、カナディアン・
 パシフィック鉄道、バーリントン・ノーザン鉄道が輸送サービス
 を提供。
e Vancouver
 ． Port of Vancouver
 鉄道輸送設備：港湾地「区に11線
 施設が存在している。
合計線路延長各2．287．5mの鉄道
アメリカ合衆国
e Boston
 ． Jhon F． Moran Container Terminal
 鉄道輸送設備：エプロンに2線、他に3線の引込線が整備されて
 いる。
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 。 Cas七le Island Terminal
 鉄道輸送設備：コンレイル鉄道が輸送サービスを提供。
e Jacksonville
 ． Blount lsland Terminal
 鉄道輸送設備：Seabord Coast Line Railroadが複線路線を保有
 している。
 ． Sea－Land Terminal
 鉄道輸送設備：Seaboard Coast Line Railroadが全米の鉄道への
 連絡輸送サービスを行っている。
●Ba1七imore
 ． South Locust Point Maifi T’erminal
 鉄道輸送設備：チェシー・システム鉄道（現在はCSX鉄道に吸収合
 併）がコンレイル鉄道との接続輸送サービスを行っている。
 ． CantoR Sea－Grit Terminal
 鉄道輸送設備：全ての大宗貨物用施設はチェシー・システム鉄道
 （現在はCSX鉄道に吸収合併）、またはコンレイル鉄道によって提
 供されている。
eNew York／New jersey
 ． Port Newark／Elizabeth Port Authority Marine Terminal
 外部との交通：コンテナ・ターミナルと外部との交通は、ローカ
 ルと結ばれている2本の鉄道（コンレイル鉄道など）、州内と他州
 問を結ぶハイウェー（ニュージャージー・ターンパイク）によって
 行われている。
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． HowlaRd Hook Container Terminal
鉄道輸送設備：チェシー・システム鉄道（現在はCSX鉄道に吸収合
併）が輸送サービスを提供。
． Redm Hook Marine Container Terminal
鉄道輸送設備：ニューヨーク港湾鉄道を経由してコンレイル鉄道
に接続。
eHampton Roads／Norfork
 ． Norfolk lnternational Terminal
 鉄道輸送設備：鉄道輸送設備の総面積は40。5ha。
． Portsmouth Marine Terminal
鉄道輸送設備：鉄道輸送設備の総面積は20．2ha。
’ Lambert’s Point／Sewell’s Point
鉄道輸送設備：鉄道輸送設備の総面積は16．18haで、総延長が54
㎞におよぶ合計40本の線路が敷設されている。
e Philadelphia
 ． Packer Avenue Marine Terminal
 鉄道輸送設備：長さ2，743mの引込線が3線、整備されており、チ
 ェシー・システム鉄道（現在はCSX鉄道に吸収合併）、およびコン
 レイル鉄道が使用している。
e Savannah
 ． Containerport
 外部との交通：内陸輸送は、ノーフォLク・サザンおよびCSXの
 両方によりサービスが行われており、現在、それら2つを合併し
 た新線の計画が実施されており、この鉄道は北米東岸のほぼ半分
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の地域全部をカバーし、サービスが出来るようになっている。ま
た、トラックでの30マイル以内の短距離輸送は5つの路線の許可
を得ており、100のトラック会社でサービスが行われている。
 そして、全米との交通には、10分で行ける国道307号線が利用
され、アトランターサバンナ間の交通は州道16号線に限定されて
いる。また、国道307号と州道16号の交差点からアトランタ方面
へ5分ほど行ったところで州道95号線に入ると米国東海岸に出ら
れる。
e Wilmington
 ． Port of Wilmington
 鉄道輸送設備：複線の繰車用側線があり、これらの鉄道輸送サー
 ビスはSeaboard Coas七鉄道により提供されている。
e Anchorage
 ． Port of Anchorage
 鉄道輸送設備：アラスカ鉄道により輸送サービスが提供されてい
 る。
eLong Beach
 ． ITS Terminal
 鉄道輸送設備：サザン・パシフィック鉄道がCFS構内まで引き込
 まれている。
． Evergreen MariRe Terminal
鉄道輸送設備：サザン・パシフィック鉄道によって輸送サービス
が提供されている。
． Longview
鉄道輸送設備：バーリントン・ノーザン鉄道、およびユニオン・
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 パシフィック鉄道によって輸送サービスが提供されている。
eLos Angeles
 ． Matson Terminal
 鉄道輸送設備：2線がCFSへ、2線がフラットカーにコンテナを
 積み込む荷役線として敷設されている。
e Oakland
 ． Maersk Line Termianl
 鉄道輸送設備：線路がバースまで乗り入れている。
 ・ NOL Terminal
 鉄道輸送設備：線路がNe．5バースに乗り入れている。
 ． Matson Terminal
 鉄道輸送設備：線路がCFSターミナル、および埠頭に乗り入れて
 いる。
 ． 7th Street Public Container T’erminal
 鉄道輸送設備：線路が2本乗り入れている。
e Portland
 ． Terminal 2
 鉄道輸送設備：3っの主要な鉄道によって、全てのコンテナター
 ミナルに鉄道輸送サービスが提供されている。
 ． Terminal 4
 鉄道輸送設備：3っの主要な鉄道によって、全てのコンテナター
 ミナルに鉄道輸送サービスが提供されている。
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 ． Terminal 6， John Fulton Terminal
 鉄道輸送設備：3つの主要な鉄道によって、全てのコンテナター
 ミナルに鉄道輸送サービスが提供されている。
eSan Francisco
 ． San Francisco Contaifier Terminal－Pier 94 and 96
 鉄道輸送設備：サザン・パシフィック鉄道と接続している。
●Seat七1e
 ・ Terminal 5， 18， 37， 42， 2e． Pier 28
 鉄道輸送設備：各ターミナル毎に独立した鉄道輸送施設は存在し
 ないが、鉄道はオン・ドックでサービスされている。
 ． Terminal 25
 鉄道輸送設備：No．25ターミナルには鉄道が乗り入れている。
e Stockton
 ． Port of Stockton
 鉄道輸送設備：総延長22．5㎞の線路がターミナル地区、および倉
 庫地区に敷設されている。
e Tacoma
 ． Terminal 4， 7
 鉄道輸送設備：総延長33．8㎞の線路がターミナル地区に敷設され
 ている。
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●Felixs七〇we
 ． Dooley Container Terrninal
 鉄道輸送設備：全てのバースが鉄道と接続している。
 ・ Walton Con七ainer Terminal
 鉄道輸送設備：Felixstowe港地区まで鉄道が敷設されている。
オ ラ ン：ダ
e Rotterdam
 外部との交通：ターミナルとオランダ国内および陸を接する諸国
 との交通は、ライン河の水路、鉄道、道路、などを利用して行わ
 れる。
 ． ECT Terminal
 鉄道輸送設備：ターミナル施設内に長さ500m（1，640ft）の線路が
 3本平行に敷設されている。
 ’ WaalhaveR Pier 7 Terminal
 鉄道輸送設備：ターミナルの長さを超える5本の線路が敷設され
 ている。
 ． Seaport Terminal
 鉄道輸送設備：ヨーロッパの鉄道網と接続している。
 ． Princes Beatrixhaven／Prins Johari Frisohaven
 鉄道輸送設備：鉄道接続あり。
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e Afi tw erp
 Churchill Dock
 鉄道輸送設備：埠頭には4本の線路が敷設されている。
ド イ 、）ノ
e Bremen／Bremerhaven
． Container TermiBal Bremerhaven
鉄道輸送設備：2本の線路が埠頭まで引き込まれており、8本の
線路がコンテナの積み込み用にコンテナ・ターミナル地区に敷設
されている。
． Bremen ［lrerminal
鉄道輸送設備：7本の線路が敷設されている。
e Hamburg
 外部との交通：高速道路、鉄道網、フィーダーボートなどを通じ、
 ドイツ南部および東独、チェコスロバキア、オーストリア、スイ
 ス、スカンジナビアなどの諸国と結ばれている。
 ． Burchardkai Terminal
 鉄道輸送設備：35，000㎡のコンテナ・ターミナルには3本の線路
 が敷設されている。
． Eurokai Termiflal
鉄道輸送設備；延長3，5eOmの引込線にはコンテナ荷役用にコンテ
ナスタッカーが整備されており、
る。
“オンライン”荷役が可能であ
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e Genoa
’ Ponte Libia Terminal／Ponte Ronco Terminal
鉄道輸送設備：14，000㎡のマーシャリング・ヤードに3本の線路
が敷設されている。
e Trieste
 鉄道輸送設備：鉄道接続あり。
フ ラ ン ス
eLe Havre
 外部との交通：ル・アーブル港の200㎞圏内にフランスの総人口
 の約1／4が居住しており、首都のパリやその他の市町村には水路、
 鉄道、道路などを利用して結ばれている。
  水路はタンカルヴィル運河とセーヌ河が利用され、1万トンク
 ラスのスッシャーバージが航行可能である。また、パリール・ア
 ーブル間の鉄道は1967年に電化が完了し、1，800～2，400トン積列
 車が走行、228㎞区間の所要時間は1時聞45分である。道路はノ
 ルマンディ・モーターウェイ（パリまで184㎞）が1973年に完成し
 た。
e Marseilles
 ’ Fos Container Terminal No．2
 鉄道輸送設備：広さ560mx54mの鉄道へのコンテナ積み替え施設
 が埠頭から315mに整備されている。
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． Mourepiane Container Terminal
鉄道輸送設備：5本の線路が敷設されている。
ナイ ジ ェ リ ア
e Lagos／Apapa
． Old Apapa Quays
鉄道輸送設備：コンテナターミナル内に平行に2本の線路が敷設
されており、それぞれに30輔の40ftコンテナ用貨車が入線できる。
南アフ リ カ
eCape town
． Table Bay Harbour Container Terminal
鉄道輸送設備：内陸から、または内陸へのコンテナの貨車への積
み下ろしのための鉄道ターミナルが、コンテナターミナル内に整
備されている。
e Durban
． Harbour Contaifier Terminal
鉄道輸送設備：内陸から、または内陸へのコンテナの貨車への積
み下ろしのための鉄道ターミナルが、コンテナターミナル内に整
備されている。
※ユニット。トレイン
列車は、各々40ft 1個または20ft2個のコンテナを積載した特別
平面コンテナ・フラットカーで編成され、主としてダーバンーヨ
ハネスブルク・シティ・ディープ・ターミナル間に使用されてい
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る。列車の単位は100TEUである。
 ユニット・トレインは定期輸送を行っており、1日4便、輸送
時間は約20時間である。将来、書類手続きなしにダーバンーヨハ
ネスブルク間を鉄道にする計画であるが、そうなればその分、時
間が節約される。
ePort Elizabeth
． Port Elizabeth Harbour Container Terminal
鉄道輸送設備：鉄道輸送設備はコンテナターミナルの設備と一体
となっている。
台湾
●高雄
’ No．1， No．2， No．3 Container Terminal
鉄道輸送設備：No．1，No．2，Ne．3のそれぞれのターミナルは台湾
中央部、そして北部と鉄道で結ばれている。
外部との交通：高雄の各ターミナルには鉄道の引込線があり、鉄
道による輸送は勿論のこと高速道路の利用も可能であり、国内各
地への交通は極めて便利である。
大韓民国
●釜山
． Container Terminal Pier 5
鉄道輸送設嘩：延長97emの線路が敷設されている。
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外部との交通：国内各地への交通は、1972年9月18日に鉄道庁が
釜山一龍山閤にコンテナ専用列車の運行を開始、1980年には都市
高速道路が開通してトレラー、トラック等の運行もスムーズとな
り、釜山港はコンテナ港として正常な機能を発揮するようになっ
た。
ロシア共和国（ex USSR）
e Nakhodka
． Port Nakhodka
鉄道輸送設備：シベリア横断鉄道のターミナルが港湾地区に整備
されている。
オーストラリア
e Brisbane
． Hamilton Terminal
鉄道輸送設備：鉄道コンテナターミナル、およびコンテナ保管施
設はクイーンズランド鉄道により提供されている。
． BATL Fisherman lsland Container Terminal No．1
鉄道輸送設備：延長260mの線路が敷設されており、40ftコンテナ
用貨車11輔が入線可能。
e Melbourne
． West Swanson Dock Terminal
鉄道輸送設備：延長3，227mの鉄道側線が敷設されている。
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． East Swanson Dock Terniinal
鉄道輸送設備：3本の鉄道側線が敷設されている。
e SydRey
． White Bay Terrninal
鉄道輸送設備：延長988mの鉄道側線が敷設されている。
ePort Botany
． Northern Terminal
鉄道輸送設備：コンテナターミナルの北側の境界線に添って、2
本の鉄道側線が敷設されている。
． Southern Terminal
鉄道輸送設備：設備総面積1．6ha
外部との交通：15㎞離れたシドニーの中心部に直通する公共道路
システムに連結されており、さらに荷主や荷受人の鉄道の利用増
加に対応するため、ターミナル内に鉄道側線が敷設されている。
ニュージーランド
e Auckland
． Ferguson Wharf Container Terminal
鉄道輸送設備：施設の面積は1．26haで、延長が各365mの側線が2
本敷設されている。
． Bledisloe Sea Cargo Terminal
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鉄道輸送設備：2本の線路がコンテナの受渡し用に敷設されてい
る。
サウ ジ ア ラ ビア
e Damman
． Damman Container Terminal
． jubail Container Terminal
鉄道輸送設備：ヤード内に鉄道の引込線を敷設し、リヤドまで鉄
道によるコンテナ輸送を行っている。
出所：① 世界のコンテナリゼーション 1983
     （財） 海事産業面究所、1983
   ② 世界のコンテナターミナル図集
     日本港湾協会、1973
   ③「船社から見た米国鉄道の現況」、Container Age、
     1988年1月号、P．60～P．71
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第6章 結論と課題
6．1 結論
 各章での結論が次のように挙げられる。
 第1章で述べた問題意識を源に、輸出入コンテナの内陸輸送にお
ける問題に対する解決策の提言を行なうことなどを述べた。
 第2章では、我が国において、輸出入コンテナの内陸輸送で重要
な役割を担っている自動車輸送が、深刻な問題を内包していること
を明示した。
 第3章では、第2章で明らかになった、輸出入コンテナの自動車
輸送における問題発生の、主たる原因が輸出入コンテナサイズの大
型化にあることに注目し、輸出入コンテナ輸送活動は貿易活動の一
貫として行なわれているものであるという観点から、輸出入コンテ
ナサイズの大型化傾向と我が国の貿易活動との関連性について考察
した。その結果、輸出入コンテナの大型化の進行は明らかな事実で
あり、その大型化には、日本円の米ドルに対する為替相場や、我が
国が世界各国から輸入する製品量、そしてEC各国との貿易量がそ
れぞれ強く影響を及ぼしていることが判った。
 第4章では、これらの貿易活動で用いられている輸出入コンテナ
が、多国間を流通するものであるという前提の下に、輸出入コンテ
ナの内陸輸送で最も重要な自動車輸送に着目し、我が国を含む世界
各国が持つ道路規格と輸出入コンテナ規格との間で、それらの規格
間の整合性が保たれているかどうか分析を行なった。その結果、日
本の道路規格は世界でも最も低規格な部類に属していることが判り、
我が国よりも規格が高い道路規格を持つ国々との間で輸出入コンテ
ナ輸送が行なわれる場合に、規格の不整合により様々な問題が発生
し得ることが明らかになった。さらに、クラスター分析を用いて各
国の道路規格について詳しい分析を行なったところ、世界67ヶ国を
それぞれの国や地域が持つ道路規格によって、それぞれ特徴を持つ
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9種類のグループに分類することができた。その結果、輸出入コン
テナの規格はその種類が限られているにもかかわらず、世界各国が
持つ道路規格には様々なタイプが存在しており、輸出入コンテナ規
格と各国の道路規格との問の整合性が必ずしも保たれていないこと
も明らかになった。
 第5章の前半では、第4章までの結果を踏まえ、各国の道路規格
と輸出入コンテナ規格の間で、整合性が保たれていない上に、輸出
入コンテナがさらに大型化、重量化しており、かつ、世界的に見て
日本の道路規格が極めて低規格であることなどから判断して、我が
国における輸出入コンテナの自動車輸送がその能力の限界に達して
いることを明らかにした。さらに第5章の後半では、第5章前半の
結果を受けて、限界に達している自動車による輸出入コンテナ輸送
問題を解決するために、自動車に代る代替輸送機関についての考察
を行なった。
 その結果、本研究で明らかにしてきた、輸出入コンテナの内陸輸
送による様々な問題を解決する方策として、輸出入コンテナ規格と
の間で最も整合性が保たれていると考えられる、鉄道輸送の導入が
必要であると結論できた。また、輸出入コンテナの内陸輸送に鉄道
を導入する場合の長所や、短所などの問題点と解決しなければなら
ない諸事項を明示した。
 鉄道を導入する最大の長所としては、
① 現在の鉄道の線路などの大規模施設に手を加えることなく、
 非ISO規格45ft輸出入コンテナまで輸送することができ、輸
 出入コンテナの大型化、重量化にも自動車に比べて．十分に対応
 できること。
② 鉄道の導入はこれらの規格的、物理的利点の他に、大気汚染
 などの環境面や労働力不足などの問題を解決することにも有効
 であること。
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などが明示できた。
その半面、短所としては、
① 鉄道と外航コンテナ船との結節点の不備
② 内陸鉄道貨物ターミナルにおける、輸出入コンテナ取扱施設
  の不備
などが明示できた。しかし、これらの問題点は自動車輸送による問
題を解決するために、道路施設に大規模な改修を行なうよりも、極
めて少額の投資で済むことが明らかになり、この点からも鉄道によ
る輸出入コンテナ輸送の必要性を示せたものと考えられる。
 このような各章での分析・考察によって、最終的に第1章で示し
た輸出入コンテナの内陸輸送における問題に対する解決策の提言が
行なえたと考えられる。また、輸出入コンテナの内陸輸送における
諸問題、そして問題を解決するための方策を明示できたことは、今
後、実際にこれらの問題の解決に向けて有益なものであると考えら
れる。
6．2 今後の課題
 本研究では、輸出入コンテナの内陸輸送における諸問題を、サイ
ズや重量といった規格的、物理的な側面から扱った。しかし、輸出
入コンテナ輸送は貿易活動や経済活動の一部として行なわれている
ために、輸出入コンテナの大型化による社会経済的な評価や、輸出
入コンテナの内陸輸送の需要分析や輸送費用分析などの側面からも
研究を行なわなければならないと考えられる。
 また、本研究では輸出入コンテナの規格的、物理的側面から扱う
と同時に、多国間を流通するものであるという前提の下に、輸出入
コンテナの内陸輸送における問題を、世界各国との繋がりという観
一一一
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点から扱ってきた。しかし、世界には数多くの国や地域が存在して
おり、本研究では入手できなかった情報など、様々な不備があると
思われ、より重要で濃密な情報やデータを収集するには、多くの労
力と時間が必要である。従って、今後もこのような観点に立った研
究は必要であると考えられ、さらに継続して行く必要があると思わ
れる。
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